
 

 

平成２７年度第１回瀬戸・高松広域定住自立圏共生ビジョン懇談会 

 

日時  平成２７年６月２３日(火) 

午後１時３０分～ 

場所    高松市役所３階３２会議室 

 

 

次   第 

 

 

１ 開 会 

 

２ 議 事 

(1) 「瀬戸・高松広域定住自立圏」の取組事業の評価について 

(2) 連携中枢都市圏への発展的移行について 

(3)  その他 

   

３ 閉 会 



「瀬戸・高松広域定住自立圏」取組進捗状況調査票（平成２６年度）

【生活機能の強化】

（Ｈ２５度） （Ｈ２６度） （Ｈ２７度）

さ
ぬ
き
市

東
か
が
わ
市

土
庄
町

小
豆
島
町

三
木
町

直
島
町

綾
川
町

(1)遠隔医療ネットワー
クを使った連携

　読影診断　18件

読影件数 30 35 40

　２６年度にＫ－ＭＩＸ
＋（ケーミックスプラ
ス）に参画し、活用範囲
が広がったため、利用件
数増が見込まれる。

18

・達成度　　　  　13
・向上余地度　  　18
・活動量  　　    13
・効率的取組      20

Ｂ Ｃ Ｄ Ｃ Ｄ Ｃ

【さぬき市】Ｂ：ネットワークの利用実績が十分といえず、向上の余地がある
と考えるため。
【土庄町】Ｃ：かがわ遠隔医療ネットワークの活用は行われているが、今後
さらなる運用面での充実などについて、協議していく必要がある。
【小豆島町】Ｄ：費用対効果の面や実用（患者の同意が必要な点等）の面
で問題があるため。
【三木町】Ｃ：取組について協議していく必要がある。
【直島町】Ｄ：機器が古く、更新費用がかかる。また、県との連携も取りやめ
ている。
【綾川町】Ｃ：ハード面での整備は行われているが、今後運用面での充実
について協議していく必要がある。

拡充

　右記（平成２７年度取
組予定）のとおり、本
ネットワークの機能が拡
充された。

２６年度から、中核病院へ紹介した患者の
カルテ等の診療情報を参照することができ
る機能を追加した、Ｋ－ＭＩＸ＋（ケー
ミックスプラス）に参画した。２６年度に
この機能の利用はなかったが、患者にとっ
て、検査の重複実施の抑制、医師に対する
病状説明の軽減や紹介・逆紹介を通じた円
滑な病診連携が促進され、地域全体の診療
の質の向上につながるものであるので、利
用を促進する。

市民病院事務
局医事課

【保健所保健対策課地域医療対策室】
看護師・准看護師養成所の運営に対して助
成を行った。 看護師等資格取得者

数 140 140 140 養成所の定員 116

・達成度　　    20
・向上余地度  　18
・活動量  　  　13
・効率的取組    25

継続 医療人材不足のため

【保健所保健対策課地域医療対策室】
安定した医療人材育成のため、継続して看
護師・准看護師養成所の運営に対して助成
を行う。

新病院整備課

保健所保健対
策課地域医療
対策室

【新病院整備課】
新病院整備地内の造成や調整池の整備工事
に着手したほか、実施設計再積算等業務や
出土した埋蔵文化財の整理等を行った。

全事業期間における
年度ごとの進捗率

当該年度までのトー
タルコスト÷総事業

費

5.8 6.1 16.2
２７年度までにおける進
捗率

6.1

・達成度　　  　20
・向上余地度  　18
・活動量  　　  13
・効率的取組    18

継続

　新病院は、それぞれの
医療分野において専門性
を高めながら、地域の医
療水準の向上を図るほ
か、急性期病院として、
地域の医療機関等との機
能分担と連携を、より一
層強化し、「がん医
療」、「救急医療」等に
重点的に取り組むことと
している。
　当該事業は、圏域の医
療水準の維持、充実を図
り、医療を安定的に提供
できる体制づくりに有効
であることから、早期開

【平成27年度取組予定】
建設事業費再積算、造成工事、調整池整備
工事、建築工事等

【完成年度までの予定】
平成27年度
　建設事業費再積算完了、
　造成工事・調整池整備工事竣工、
　建築工事発注・着手
平成28・29年度
　建築工事
平成30年度(前半)
  建築工事竣工、開院準備、開院

新病院整備課

(3)医療職員の交流等

高松市民病院が主催して、各市町の医療機
関等の医療職員に、実地での技能等を高め
るための交流研修を検討し、一部市町と交
流を図った。

研修回数 1回以上 1回以上 1回以上
実効性ある交流研修の開
催継続のため。 1

・達成度　　　  　13
・向上余地度　  　18
・活動量  　　    20
・効率的取組      10

Ｅ Ｄ Ｄ Ｅ Ｄ

【さぬき市】Ｅ：運用面について、抜本的な見直しが必要だと考えるため。
【土庄町】Ｄ：取り組みを活用出来ていない状態であり、医療関係職員が
実地研修を受けられる体制等の協議が必要である。
【小豆島町】Ｄ：実績がないため、評価が難しい。
【直島町】Ｅ：資質向上のための実地研修は必要であるが、職員の人数が
少なく、参加が難しい。
【綾川町】Ｄ：現状では、具体的な取り組みが行われていないため、実施
方法等について協、今後議が必要と思われる。

継続

平成２７年度中に県が策
定する「地域医療構想」
の方向性を踏まえ、効果
的な交流を検討し、継続
する。

地域医療支援病院としての機能強化を図っ
ており、効果的な交流研修を検討し、継続
する。

市民病院事務
局総務課

(1)救急医療体制の整備

地区医師会への委託による在宅当番医制の
実施や、輪番病院の運営及び休日・夜間に
おける歯科診療事業に対しての助成を行っ
た。また、夜間急病診療所については、指
定管理者制による運営のほか、移転開設
し、機能拡充を図った。

救急医療体制の確保
日数 365 365 366 年間日数 365

・達成度　　　  　20
・向上余地度　  　18
・活動量  　　    20
・効率的取組      25

Ｂ Ａ Ｃ

【三木町】Ｂ：更なる取組により向上の余地がある。
【直島町】Ａ：救急体制を確保するために十分な支援が行えている。
【綾川町】C：一定の成果はあがっているが、更なる改善が必要である。

継続
医療人材不足のため、現
状維持が目標となるため

Ｈ２６年９月に移転開設し、機能拡充を
図った夜間急病診療所を軌道に乗せるほ
か、救急医療体制全般の安定感のある体制
確保のため、引き続き関係機関との調整を
行う。

保健所保健対
策課地域医療
対策室

(2)救急艇の活用
搬送実績
　土庄町１２件
　小豆島町１７件

専門医療機関搬送件
数 20 20 25

平成２５、２６年度搬送
実績を基に設定 29

・達成度　　  　　25
・向上余地度    　18
・活動量          20
・効率的取組      25

Ｂ Ａ Ｄ

【土庄町】Ｂ：救急艇の活用について連携していることで、救急搬送体制の
強化につながっており、成果をあげているが、当町における医療従事者
不足による搬送時の負担等課題がある。
【小豆島町】Ａ：脳疾患等治療が遅れれば生命の危険がある患者の搬送
に効果的であったため。
【直島町】Ｄ：当町においても救急患者を輸送する船を所有しており、活用
実績がない。

継続

連携町に一定の成果が達
成されているため、今後
とも、引き続き取組を
行っていく。

救急艇を活用し、圏域の島しょ部における
救急搬送体制を維持する。

消防局総務課

(1)ファミリー・サポー
ト・センター事業

・登録会員数実績：２，１５２人
　(うち三木町 ８８人 　綾川町 ８９人)
・援助活動実績件数：５，３３４件
　(うち三木町　２７３件　 綾川町　２４
２件)
・会員養成講座：５回（１回当り１０講
座）
　(うち三木町 １回 　綾川町 １回)
・会員スキルアップ講座：４回
・フォローアップ講座：１回
・会員交流会：２回
・ファミサポ通信：１６、１７号発行

ファミリー・サポー
ト・センター事業利
用件数

7,000 7,500 8,000 過去の実績推移による 5,334

・達成度
・向上余地度
・活動量
・効率的取組

Ｂ Ｃ Ｂ

【さぬき市】Ｂ：一定の成果が上がっているが、24年度からの事業となるた
め住民への制度周知が必要であるため。
【三木町】Ｃ：本町の場合、まんでがんふれあいホーム、まんでがんほたる
ホームの２つの一時預かり施設があるためか、利用者数が伸び悩んでい
る。
【綾川町】Ｂ：25年度と比較してみると会員数は、増えているが利用実績は
減少している会員登録のできる場所を親子がよく利用する場所にしたりし
てみたが、広報が十分でなかったのか、知らない人が多かった。また、利
用料についても検討してもらえないかという声もあがっている。

継続

連携市町とも一定の成果
が達成されているため、
今後とも引き続き取組を
行っていく。

連携市町とも一定の成果が達成されている
ため、今後とも引き続き取組を行ってい
く。

子育て支援課

(2)高齢者セーフティ
ネットワーク事業

平成２６年５月１６日に、情報交換及び連
携の確認のための連絡会を実施した。
なお、定住自立圏域での本ネットワークの
使用は０件であった。

連絡会開催件数 1 1 1

圏域の徘徊高齢者の早期
発見及び保護、またネッ
トワークの円滑な実施を
図るために適切な回数で
あるため

1

・達成度
・向上余地度
・活動量
・効率的取組

Ｂ Ｃ Ｄ

【さぬき市】Ｂ：徘徊高齢者の保護についてネットワークを構築しているが、
今後、ネットワークの活用について、協議していく必要があるため。
【三木町】Ｃ：徘徊高齢者保護ネットワークを設置しているが、今後も関係
機関との連携を図り、円滑な支援に向けた協議を行っていく必要がある。
【綾川町】Ｄ：実績が無いため評価が難しい。 継続

連携市町とも一定の成果
が達成されているため、
今後とも引き続き取組を
行っていく。

引き続き、所轄の警察署から徘徊高齢者に
関する協力要請があった場合は、本市の関
係部署、関係団体に発見協力を依頼すると
ともに、要請があれば、周辺町にも情報を
提供し、協力依頼を行う。
　また、顔の見える関係づくりのため年度
初めに連絡会を開催し、情報交換及び連携
の確認を行う。

長寿福祉課

(3)地域密着型サービス
（認知症対応型共同生
活介護）広域利用事業

高松市地域密着型サービス事業者指定に係
る制限に関する要綱において、本市域内の
地域密着型サービス（認知症対応型共同生
活介護）については、原則、本市転入後
６ヶ月を経過しない者の利用又は入居はで
きないが、当該サービス事業所がない直島
町からの転入者には、６ヶ月が経過してい
なくても利用又は入居できる運用とする。

当該事業所周知件数 43件 45件 45件
平成27年度中に1事業所増
える見込みのため、45件
とした。

44件

・達成度　　  　 25
・向上余地度  　 25
・活動量  　　   13
・効率的取組     18

Ｄ

【直島町】Ｄ：現在、認知症対応型共同生活介護サービスを活用出来てい
ない状態であり、成果を達成するために改善が必要である。

継続

直島町からの転入者で認
知症対応型共同生活介護
への入居希望者がいれば
随時対応できるよう、引
き続き事業所への周知を
行っていく。

高松市地域密着型サービス事業者指定に係
る制限に関する要綱において、本市域内の
地域密着型サービス（認知症対応型共同生
活介護）については、原則、本市転入後
６ヶ月を経過しない者の利用又は入居はで
きないが、当該サービス事業所がない直島
町からの転入者には、６ヶ月が経過してい
なくても利用又は入居できる運用とする。

介護保険課

平成２６年度　取組実績 関係所属

a
医
療

１　医療
を安定的
に提供で
きる体制
の確保

２　救急
医療体制
の確保

b
福
祉

３　子育
て支援及
び高齢者
保護の充

実

Ｈ２７度活動目標値設定
の理由

方向性

　　　　平成２７年度　取組予定

　　※施設整備の場合は完成年度までの
　　　予定を記載

方向性の理由

Ｃ

Ａ

政
策
分
野

施　策 施策に係る取組（事業） 指標

活動目標値

実績値
（Ｈ２６度）

２６評価（中心市）

Ａ

Ａ

Ｃ

Ｂ

Ｃ

２６評価（連携市町）

＜参考＞

連携市町評価の理由

Ｄ Ｄ Ａ Ｅ -

【土庄町】Ｄ：高松市において、今後新病院が整備されるため、整備後の
圏域医療機関の連携が図れるよう検討が必要である。
【小豆島町】Ｄ：実績がなく、評価が難しい。
【三木町】Ａ：准看護師の育成に寄与している。
【直島町】Ｅ：実績がないため、評価が難しい。
【綾川町】-：現状移転統合病院の整備について詳細等が示されていない
ため、評価が難しい。

(2)医療機関の整備推進
等

Ａ

Ｂ

別紙１ 

1



（Ｈ２５度） （Ｈ２６度） （Ｈ２７度）

さ
ぬ
き
市

東
か
が
わ
市

土
庄
町

小
豆
島
町

三
木
町

直
島
町

綾
川
町

平成２６年度　取組実績 関係所属
Ｈ２７度活動目標値設定

の理由
方向性

　　　　平成２７年度　取組予定

　　※施設整備の場合は完成年度までの
　　　予定を記載

方向性の理由

政
策
分
野

施　策 施策に係る取組（事業） 指標

活動目標値

実績値
（Ｈ２６度）

２６評価（中心市）

２６評価（連携市町）

＜参考＞

連携市町評価の理由

(4)自立支援協議会運営
事業

総会２回と部会を随時開催し、障害者支援
の障害者等への支援体制に関する課題につ
いて情報の共有を図り、検討を行った。

総会開催数 2 2 2
定期的な情報共有を図る
とともに、検討する場が
必要なため

2

・達成度
・向上余地度
・活動量
・効率的取組

Ａ Ａ

【三木町】Ａ：高松圏域自立支援協議会が行う相談支援の充実、強化を図
るための研修等について、体制も確保されており、十分な取組が行われ
ている。
【直島町】Ａ：成果に示されている障害程度区分等審査会業務の連携に
ついて、体制も確保されており、十分な取組が行えている。 継続

障害者の日常生活及び社
会生活を総合的に支援す
る法律第８９条の３の規
定に基づくため

・障害者等に対する障害福祉施策について
の周知
・関係機関の連携強化及び相談支援の充
実・強化を図るための研修等
・専門部会等の運営
・その他の相談支援充実・強化を図るため
の事業

障がい福祉課

(1)介護認定審査会業務
の連携

高松市と三木・直島・綾川３町との「介護
認定審査会業務の事務委託に関する規約」
に基づき、介護認定審査会業務を行った。

　介護認定審査件数
　　高松市２４，３２２件
　　三木町　１，７３２件
　　直島町  　　２２５件
　　綾川町  １，８４７件

- - - - - -

・達成度　　　   25
・向上余地度     25
・活動量  　　   20
・効率的取組     18

Ａ Ａ Ａ

【三木町】Ａ：「介護認定審査会業務の事務委託に関する規約」に基づき、
十分な取組が行われている。
【直島町】Ａ：成果に示されている介護認定審査会業務の連携について、
体制も確保されており、十分な取組が行えている。
【綾川町】Ａ：審査会業務を高松市に委託し、スムーズな審査業務が遂行
されています。

継続

「介護認定審査会業務の
事務委託に関する規約」
に基づく事業のため、今
後も継続して実施してい
く。

「介護認定審査会業務の事務委託に関する
規約」に基づき、引き続き、三木町・直島
町・綾川町の介護認定審査会業務につい
て、本市が受託して実施する。

介護保険課

(2)障害程度区分等審査
会業務の連携

・審査会を48回開催し，市と３町の審査に
ついて、引き続き連携した。
・審査件数としては，高松市505件，三木
町47件，直島町11件，綾川町35件の審査を
行った。

審査会開催件数 50回 50回 50回

毎週水曜日に審査会を予
定しているため、開催が
想定される回数を目標値
とする。

48回

・達成度
・向上余地度
・活動量
・効率的取組

Ａ Ａ Ａ

【三木町】Ａ：審査会業務において、体制も確保されており、十分な取組が
行われている。
【直島町】Ａ：成果に示されている障害程度区分等審査会業務の連携に
ついて、体制も確保されており、十分な取組が行えている。
【綾川町】Ａ：審査会業務を高松市に委託し、スムーズな審査業務が遂行
されています。

継続

連携市町とも一定の成果
が達成されているので、
今後とも引き続き取り組
みを行うため

・審査会を約50回開催し，市と３町の審査
について、引き続き連携していく。
・審査予定件数：高松市750件，三木町63
件，直島町4件，綾川町47件

障がい福祉課

c
教
育

５　中学
校総合体
育大会等
の連携

中学校総合体育大会等
の連携

参加実績人数
　第５回総体　５，３１６人
　第５回新人　４，３８８人
　第５回駅伝   　 ５５６人

参加生徒数 10,000 10,000 10,000

中学校総合体育大会等の
競技数・試合回数に変動
がなく、参加生徒数の大
幅な増減がないと想定で
きることから

10,260

・達成度　　　  20
・向上余地度    18
・活動量  　　  20
・効率的取組    25

Ｂ Ａ

【三木町】Ｂ：事業について一定の成果が認められるが、今後は競争力の
地域間格差の解消を図る必要がある。
【直島町】Ａ：事業について一定の成果が認められる。

継続

今後も圏域で連携し、生
徒にとってより充実した
大会等を継続して開催す
る。

参加予定人数
　第７回総体　５，３００人
　第７回新人　４，４００人
　第７回駅伝   　 ５５０人 保健体育課

(1)観光プロモーション
事業

平成２６年度観光プロモーション認定事業
である「『ぼくの香川案内』in台湾」事業
において、旅行誌を作成し、高松市及び周
辺地域のＰＲを実施した。

パンフレット配布部
数

海外25,000
国内35,000
計60,000

海外30,000
国内40,000
計70,000

海外35,000
国内45,000
計80,000

本市の観光地としてのイ
メージアップや集客力を
高めることを目的とした
事業である事から、増加
目標とする。

2,000

・達成度　　　20
・向上余地度　18
・活動量  　　20
・効率的取組  18

Ｂ Ｄ Ｂ Ａ Ｄ Ｃ Ｄ

【さぬき市】Ｂ：財団法人高松観光コンベンション・ビューローへの情報提
供に多方面にわたり協力したため。
【東かがわ市】Ｄ：実績なし。
【土庄町】Ｂ：2年振りにフルマラソン（42.195km）を実施したが、事故など無
く盛況のうちに終了した。県内唯一のフルマラソン全国大会として年々注
目度も高まっているが、圏域及び地域と連携を図りつつ、小豆島の一大イ
ベントとして引き続き運営に努めたい。
【小豆島町】Ａ：イベント情報提供により、圏域の観光振興を図っているた
め。
【三木町】Ｄ：観光資源の再発掘と観光事業や情報発信等の見直しを進
め、中心市と近隣市町との連携を強化していくことで改善を図る必要があ
る。
【直島町】Ｃ：PRができているかどうか昨年度より実績がなかったため。
【綾川町】Ｄ：賛助会費を支出しているのみで，具体的な成果を実感でき
ない。

継続
一定の成果が達成されて
いるため、今後とも引き
続き取組を行っていく。

平成２７年度の観光プロモーション認定事
業の募集において、連携市町を含む事業も
対象とする。

(2)新たな観光プランの
企画、販売等

（公財）高松観光コンベンション・ビュー
ローが着地型観光プラン（ぷち旅プラン）
として、全２４コースのうち連携町の観光
資源を含む７コースを設定し販売した。

連携町の観光資源を
含むコース設定数 3以上 3以上 3以上

連携町の新たな観光資源
の開発やコース内容を盛
り込むことにより、効果
を高めることができる設
定数とする。

7

・達成度　　　25
・向上余地度　18
・活動量  　　25
・効率的取組  18

Ｄ Ｃ Ｄ Ｄ Ｃ Ｄ

【さぬき市】Ｄ：2/8冬のうまいもんまつりのコースについては、14名募集し
たところ、9名の参加であったため。
【土庄町】Ｃ：町内の各団体が連携し、県外観光客誘致のＰＲを実施する
など役割のひとつである特有の観光資源やイベント等を観光客誘致に活
用しているが、もう一つの役割である高松観光コンベンション・ビューロー
の賛助会員等として、同財団の実施する「ぷち旅プラン」の企画・販売事
業の支援ができていない状況であり、その支援方法等どのような形で連携
できるのかが課題である。
【小豆島町】Ｄ：実績がないため、評価が難しい。
【三木町】Ｄ：観光資源の再発掘と観光事業や情報発信等の見直しを進
め、中心市と近隣市町との連携を強化していくことで改善を図る必要があ
る。
【直島町】Ｃ：同じような観光プランに偏りがち。
【綾川町】Ｄ：効果的な連携が図られていない。

継続
一定の成果が達成されて
いるため、今後とも引き
続き取組を行っていく。

ぷち旅プランのコースに、新しい観光資源
の発掘を始め、周辺市町の観光資源も含め
たコースを設定する。

(3)国内外観光客向け情
報発信事業

海外観光客向け情報発信事業である英語ブ
ログサイト「アート・シティ高松」に、
アートに関するスポットなどについて取り
上げてもらうとともに、連携町に当サイト
へのリンクを依頼した。

アート・シティ高松
へリンクを掲載して
いる市町数

5以上 5以上 5以上

英語版観光ＨＰを開設し
た全ての連携町と相互リ
ンクを結ぶ事で、情報発
信事業の効果が最大限と
なるよう目指す。

5

・達成度　　　20
・向上余地度　18
・活動量  　　20
・効率的取組  18

Ｂ Ｂ Ｃ Ｄ Ｃ Ｄ Ｃ

【さぬき市】Ｂ：利用者の評価等が不明であるため。
【東かがわ市】Ｂ：ホームページを外国語対応に改修したが、圏域の魅力
を十分に発信できるまでには至っていない。
【土庄町】Ｃ：外国人観光客目線でどの様なインバウンド対策が必要か把
握し難く、多言語化ＨＰやWi-Fiスポットなど整備を進めているが、その効
果について検証が十分に図れていない。
【小豆島町】Ｄ：実績がないため、評価が難しい。
【三木町】Ｃ：英語版ホームページの作成にとどまらず、観光客目線でのよ
り良い情報発信に努めていく必要がある。
【直島町】Ｄ：英語版だけでなく多言語版が必要ではないか。
【綾川町】Ｃ：ホームページの多言語化は行っているが,その精度に疑問が
あるとともに,成果を図りにくい。

継続
一定の成果が達成されて
いるため、今後とも引き
続き取組を行っていく。

「アート・シティ高松」にアートに関連す
るスポットなどについて外国人ブロガーに
取り上げてもらうとともに、英語版ホーム
ページを開設した周辺市町に、当サイトへ
のリンクを依頼する。

(4)イベント交流の促進

本市の観光振興につながるイベントに対し
補助を行うとともに、情報発信コーナー
(パンフレットブース)を設置し、連携市町
のＰＲ等に取り組み、相互交流による観光
振興を図った。

情報発信コーナー(パ
ンフレットブース)設
置数

1以上 1以上 1以上

既存のブースに限らず、
イベント開催時のブース
など、できるだけ多くの
設置を目指す。

1

・達成度　　　13
・向上余地度　18
・活動量  　　13
・効率的取組  18

Ｂ Ｃ Ｃ Ａ Ｄ Ｃ Ｄ

【さぬき市】Ｂ：瀬戸内サーカスファクトリーによる高松市での公演について
は、周知宣伝などの面で一定の成果があったと考えられるが、その他のイ
ベントについては、他市町の現状が不明であるため。
【東かがわ市】Ｃ：ＨＰなどにより、相互の宣伝周知など改善を行う必要があ
る。
【土庄町】Ｃ：単年度事業ではあるが、圏域と連携を図りつつ運営及び情
報発信を行った点は評価。今後の継続的な展開について課題。
【小豆島町】Ａ：周知宣伝活動について十分に行われているため。
【三木町】Ｄ：近隣市町イベント時の周知宣伝活動を行うとともに、周知宣
伝活動を含めた相互交流を進めていく必要がある。
【直島町】Ｃ：相互交流への取り組みができているか不明
【綾川町】Ｄ：具体的な取り組みに至っていない。

継続
一定の成果が達成されて
いるため、今後とも引き
続き取組を行っていく。

第５０回を迎える「さぬき高松まつり」を
始め、中心市及び周辺町の祭りや各種イベ
ントなどにおいて、周知宣伝活動を行うと
ともに、相互交流に取り組む。

観光交流課

b
福
祉

３　子育
て支援及
び高齢者
保護の充

実

４　広域
的な審査
会の実施

Ａ

Ｃ

Ｂ

Ｃ

d
産
業
振
興

６　観光
の振興

Ａ

Ａ

Ｂ

Ａ

2



（Ｈ２５度） （Ｈ２６度） （Ｈ２７度）

さ
ぬ
き
市

東
か
が
わ
市

土
庄
町

小
豆
島
町

三
木
町

直
島
町

綾
川
町

平成２６年度　取組実績 関係所属
Ｈ２７度活動目標値設定

の理由
方向性

　　　　平成２７年度　取組予定

　　※施設整備の場合は完成年度までの
　　　予定を記載

方向性の理由

政
策
分
野

施　策 施策に係る取組（事業） 指標

活動目標値

実績値
（Ｈ２６度）

２６評価（中心市）

２６評価（連携市町）

＜参考＞

連携市町評価の理由

７　中心
市街地に
おけるに
ぎわいの
創出

高松市中心市街地活性
化基本計画に基づく取
組

【商店街共同施設整備事業】
・丸亀町商店街において共同施設を整備し
た２件に補助金を交付した。
①ＡＢＣ街区アーケード整備事業
　補助金　平成２３～２６年度補助
②Ｇ街区駐車場整備事業補助金
　　　　　平成２４～２７年度補助

補助金交付件数 3 2 1

商店街共同施設整備事業
が、過年度に整備した共
同施設整備事業に対して
補助金を交付する事業で
あるため。

2

・達成度　 　25
・向上余地度 25
・活動量  　 20
・効率的取組 18

Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ

【さぬき市】Ｄ：取組実績がないため。
【東かがわ市】Ｄ：実績なし。
【土庄町】Ｄ：成果である中心市街地のにぎわいを創出することについて、
連携する位置付けが不透明であり、休止状態であるため。
【小豆島町】Ｄ：実績がないため、評価が難しい。
【三木町】Ｄ：観光資源の再発掘と観光事業や情報発信等の見直しを進
め、中心市と近隣市町との連携を強化していくことで改善を図る必要があ
る。
【直島町】Ｄ：昨年度と変わらず、取組実績が無かったため。
【綾川町】Ｄ：具体的な取り組みに至っていない。

継続

県都高松市として、中心
市街地のにぎわい創出は
必要不可欠な政策であ
り、継続して取り組む必
要がある。

【市街地再開発事業】
Ｄ・Ｅ街区市街地再開発準備事業　補助金
【商店街共同施設整備事業】
Ｇ街区駐車場整備事業補助金
平成２４年度～２７年度補助

産業振興課
まちづくり企
画課

(1)災害時の応援体制等

相互応援体制を維持し、不測の事態に備え
た。

地震等による大規模
な災害時における防
災対策及び応急対策
について、災害時の
相互応援協定を締結
しているものであ
り、取組事業の指標
や各年度の活動目標
値を設定することは
適さない。

・達成度
・向上余地度
・活動量
・効率的取組

※指標が設定できない
ため、連携市町と同じ
評価方法を用いた。

Ｄ Ｄ Ｂ Ａ Ｃ Ａ Ｂ

【さぬき市】Ｄ：県内全ての市町と応援協定を締結済みであり、定住自立圏
での応援協定の必要性が低いため。
【東かがわ市】Ｄ：実績なし。
【土庄町】Ｂ：成果である大規模災害時における応急体制を中心とした防
災体制の充実、強化体制が確保されているが、実際に発生した際、各連
携市町において相互応援が素早く行えるようにしておく必要がある。
【小豆島町】Ａ：協定継続中のため。
【三木町】Ｃ：地震等の大規模災害時における防災体制に一定の充実・強
化が図れたが、今後もより一層の充実・強化に努めていく必要がある。
【直島町】Ａ：協定継続中である。
【綾川町】Ｂ：いざという時にスムーズに連携できるように、定期的、実践的
な訓練なども必要である。

継続
災害時の応援体制に関す
る協定のため、引き続き
取組を行っていく。

相互応援体制を維持し、不測の事態に備え
る。

危機管理課

(2)香川県消防相互応援
協定

相互応援体制を維持し、不測の事態に備え
た。実績なし

災害時の応援体制に
関する協定のため、
指標を設定すること
ができない。

・達成度
・向上余地度
・活動量
・効率的取組

Ｄ Ｄ Ｂ Ａ Ｃ Ｃ Ａ

【さぬき市】Ｄ：県内全ての市町と応援協定を締結済みであり、定住自立圏
での応援協定の必要性が低いため。
【東かがわ市】Ｄ：実績なし。
【土庄町】Ｂ：成果である圏域における消防活動体制を補完体制が確保さ
れているが、実際に発生した際、各連携市町において相互応援が素早く
行えるようにしておく必要がある。
【小豆島町】Ａ：協定継続中のため。
【三木町】Ｃ：県内市町及び一部事務組合の相互応援体制の強化に寄与
した。
【直島町】Ｃ：協定は継続中だが、さらなる協力体制の強化は必要である。
【綾川町】Ａ：常備消防を高松市に委託しており，不測の事態においてもス
ムーズに対処できる。

継続
災害時の応援体制に関す
る協定のため、引き続き
取組を行っていく。

相互応援体制を維持し、不測の事態に備え
る。

(3)高松空港及びその周
辺における消火救難活
動に関する協定

消火救難活動体制を維持し、緊急対応に備
えた。実績なし

災害時の応援体制に
関する協定のため、
指標を設定すること
ができない。

・達成度
・向上余地度
・活動量
・効率的取組

Ｃ Ａ

【三木町】Ｃ：関係市町の消防機関の協力により、消火救難活動の強化に
寄与した。
【綾川町】Ａ：常備消防を高松市に委託しており，非常備消防との連携もス
ムーズに行われている。空港周辺の訓練も定期的に行われており，十分
な成果があると考えられる。

継続
災害時の応援体制に関す
る協定のため、引き続き
取組を行っていく。

消火救難活動体制を維持し、緊急対応に備
える。

(4)消防業務の事務委託
受託町における消防行政を円滑に実施する
とともに、安全で安心して暮らせるまちづ
くりを推進した。

建物火災件数（暦
年） 15 15 15

受託町における建物火災
の件数を基に設定 13

・達成度         25
・向上余地度　　 18
・活動量  　　   20
・効率的取組     25

Ａ Ａ

【三木町】Ａ：消防活動の円滑化、迅速化に貢献し、地域防災に寄与し
た。
【綾川町】Ａ：高松市に委託しており，十分な成果があると考えられる。

継続

消防業務の受託に関する
協定を締結しており、引
き続き取組を行ってい
く。

受託町における消防行政を円滑に実施する
とともに、安全で安心して暮らせるまちづ
くりを推進する。

(1)一般廃棄物の処理業
務

綾川町から委託を受け，同町の区域から生
じる一般廃棄物の中間処理を行った。
【処理実績】
〈焼却〉綾川町分 　  ４，３１８㌧
        高松市分　 ５０，８００㌧
〈破砕〉綾川町分    　 　６８８㌧
        高松市分　   ７，７１８㌧

　本市による綾川町
の一般廃棄物の受託
処理トン数

4,600 4,600 4,900
　高松市一般廃棄物処理
基本計画等に基づき設定

5,006

・達成度         25
・向上余地度　　 25
・活動量  　　   25
・効率的取組     18

Ａ

【綾川町】Ａ：綾川町から排出される一般廃棄物の中間処理業務の処理を
円滑に行えている。

継続

　連携町とも一定の成果
が達成されているため、
今後とも引き続き取り組
みを行っていく。

今後も、綾川町から委託を受け、同町の区
域から生じる一般廃棄物の中間処理を行
う。
２７年度処理見込
〈焼却〉綾川町分 　  ４，２００㌧
        高松市分　 ５４，１９０㌧
〈破砕〉綾川町分    　 　７００㌧
        高松市分　   ７，５９０㌧

西部クリーン
センター

(2)し尿処理業務

三木町・綾川町から排出されたし尿および浄化槽
汚泥の処理を行った。

処理実績　　61,811kl
（内訳）
　　　　　し尿　　浄化槽汚泥  　　計
三木町 　2,513kl 　 5,759kl　 　8,272kl
綾川町 　1,680kl 　 3,057kl　 　4,737kl
高松市  13,616kl   35,186kl　  48,802kl
　計　  17,809kl　 44,002kl　  61,811kl

三木町・綾川町し尿
処理量／三木町・綾
川町し尿搬出量

100% 100% 100%
三木町及び綾川町のし尿
及び浄化槽汚泥を適正に
処理した割合とした。

100%

・達成度         25
・向上余地度　　 25
・活動量  　　   20
・効率的取組     25

Ａ Ａ

【三木町】Ａ：事業に係る体制も確保されており、十分な成果があると考え
られる。
【綾川町】Ａ：綾川町から排出されるし尿処理業務の処理を円滑に行えて
いる。

継続

連携市町とも一定の成果
が達成されているため、
今後とも引き続き取り組
みを行っていく。

引き続き、三木町・綾川町から排出されたし尿およ
び浄化槽汚泥の処理を行う。

処理計画　　62,900kl
（内訳）
　　　　　し尿　　浄化槽汚泥  　　計
三木町 　2,500kl 　 5,100kl　 　7,600kl
綾川町 　1,980kl 　 3,020kl　 　5,000kl
高松市  14,200kl   36,100kl　  50,300kl
　計　  18,680kl　 44,220kl　  62,900kl

(3)し尿貯留槽管理業務

国分寺町し尿貯留槽の管理を，綾川町に委
託した。

国分寺町し尿処理量
／国分寺町し尿搬出

量
100% 100% 100%

国分寺町のし尿及び浄化
槽汚泥を適正に処理した
割合とした。

100%

・達成度         25
・向上余地度　　 25
・活動量  　　   20
・効率的取組     25

Ａ

【綾川町】Ａ：し尿の中間貯留業務を円滑に行えている。

継続

連携市町とも一定の成果
が達成されているため、
今後とも引き続き取り組
みを行っていく。

引き続き、国分寺町し尿貯留槽の管理を，
綾川町に委託する。

(4)一般廃棄物の埋立処
分業務

国分寺地区から生じる一般廃棄物（し尿及
び浄化槽汚泥を除く。以下同じ。）を中間
処理した後に生じる残さの埋立処分につい
て、綾川町に委託した。
搬入量　高松市分　　１，２９８トン
※参考（綾川町分　　　　９０８トン）

　国分寺地区から生
じる一般廃棄物の委

託トン数
1,400 1,400 800

高松市一般廃棄物処理基
本計画等に基づき設定

1,298

・達成度         25
・向上余地度　　 25
・活動量  　　   13
・効率的取組     18

Ａ

【綾川町】Ａ：残渣埋立処分の業務を円滑に行えている。

継続

　連携町とも一定の成果
が達成されているため、
今後とも引き続き取り組
みを行っていく。

　今後も、国分寺地区から生じる一般廃棄
物を中間処理した後に生じる残さの埋立処
分について、綾川町に委託する。
平成２７年度搬入量見込
　　　高松市分　　８００トン
※参考（綾川町分　９３６トン）

西部クリーン
センター

e
そ
の
他

８　消
防・防災
体制の強
化

消防局総務課

９　一般
廃棄物処
理体制の
確保

衛生処理セン
ター

d
産
業
振
興

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ
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（Ｈ２５度） （Ｈ２６度） （Ｈ２７度）

さ
ぬ
き
市

東
か
が
わ
市

土
庄
町

小
豆
島
町

三
木
町

直
島
町

綾
川
町

平成２６年度　取組実績 関係所属
Ｈ２７度活動目標値設定

の理由
方向性

　　　　平成２７年度　取組予定

　　※施設整備の場合は完成年度までの
　　　予定を記載

方向性の理由

政
策
分
野

施　策 施策に係る取組（事業） 指標

活動目標値

実績値
（Ｈ２６度）

２６評価（中心市）

２６評価（連携市町）

＜参考＞

連携市町評価の理由

１０　不
法投棄の
防止

不法投棄対策事業の推
進

【三木町】11月2日に三木町において、き
れいな自然環境を守ろう！高松・三木出会
いふれあいクリーン作戦を実施した。三木
町　59人、高松市 183人
計 　242人（ごみ回収量70kg）
　
【綾川町】平成27年1月25日に高松空港周
辺において、高松エアポートクリーン作戦
を実施した。綾川町約120人、高松市
1,580人 計1,700人（ごみ回収量2,000kg）

【さぬき市、東かがわ市、土庄町、小豆島
町、直島町】　本市で7月6日実施の、あじ
水ぎわクリーン作戦を核として、海岸線等
の不法投棄撲滅ふれあいクリーン作戦を実
施した。参加人数及びごみ収集量内訳
さぬき市　 499人　 544kg
東かがわ市 3,071人　23,380kg
土庄町 　88人　 1,500kg
小豆島町 57人　 3,500kg
直島町　 500人　 4,000kg
高松市　 900人　 2,200kg

不法投棄撲滅ふれあ
いクリーン作戦参加
者数

6,600 6,600 6,600

これまで実施してきた不
法投棄撲滅ふれあいク
リーン作戦の参加者数の
推移から設定。

6,342

・達成度         13
・向上余地度　　 18
・活動量  　　   13
・効率的取組     18

Ｃ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

【さぬき市】Ｃ：一定以上の評価が出ているため、活動範囲を広げていく必
要がある。又、他市町と連携を密にし、不法投棄の状況など情報を共有
する必要があるため。
【東かがわ市】Ｂ：海岸清掃を実施した。
【土庄町】Ｂ：住民・行政が協力し、継続して清掃活動できている点は評価
できる。しかし、不法投棄されている場所で、一度清掃を行い、看板を設
置したにも関わらず、再発してしまった。現在、対策を講じている状況であ
り、今後も継続的に清掃活動やパトロールを続ける必要がある。
【小豆島町】Ａ：不法投棄対策について連携して取組みが行えているた
め。
【三木町】Ｂ：「高松・三木出会いふれあいクリーン作戦」については、一定
の参加者もあり定着しているが、開催場所の検討など不法投棄防止につ
いての努力が必要と考えられる。
【直島町】Ｂ：同時期開催による海岸線等の不法投棄撲滅クリーン作戦を
予定通り実施することができたが、今後はその後の維持体制も強化してい
く必要がある。
【綾川町】Ｂ：ゴミそのものの回収量はかなり減ってきたが,町内からの参加
人数を増やす努力が必要

継続

市内全域で環境美化活動
を行うことにより、清潔
で美しい高松を実現する
とともに、環境意識の高
揚を図っているところで
あり、また、各種団体、
国、県、地元自治会等と
の協力体制も確立されて
いることから、継続して
実施する必要がある。

・相互に連携して不法投棄対策事業を推進
し、平成27年度においては合併10周年記念
イベント（冠事業）として実施する。
・三木町においては、高松・三木不法投棄
撲滅ふれあいクリーン作戦を高松市内にて
実施を検討している。また、綾川町におい
ては、高松エアポートクリーン作戦を継続
実施し、市民・町民の環境美化意識向上を
図っていく。
・アースデーＩＮあじ　水ぎわクリーン作
戦に合わせて、さぬき市、東かがわ市、土
庄町、小豆島町、直島町が、同時期に瀬戸
内海地域一体の海岸清掃活動を実施する。

環境指導課適正処
理対策室

e
そ
の
他

Ｃ

4



「瀬戸・高松広域定住自立圏」取組進捗状況調査票（平成２６年度）

【結びつきやネットワークの強化】

（Ｈ２５度） （Ｈ２６度） （Ｈ２７度）

さ
ぬ
き
市

東
か
が
わ
市

土
庄
町

小
豆
島
町

三
木
町

直
島
町

綾
川
町

１１　公
共交通機
関利用促
進

公共交通機関の利用促
進

【高松市】公共交通利用促進条例の理念に基
づく施策である「電車とバスの乗継割引制
度」を継続するとともに、１０月１日からは
７０歳以上の市民を対象とした高齢者公共交
通（電車・バス）運賃半額制度」を開始し
た。
　レンタサイクルの利用促進とイメージアッ
プのため、車体の新デザインを公募により決
定し、７０台に塗装を行った。
【さぬき市】さぬき市コミュニティバスとＪ
Ｒ、ことでんとの乗継の利便性を図るととも
に、公共交通機関の利用促進を図るため、さ
ぬき市広報紙及びホームページを用いた、
パーク・アンド・ライド駐車場の利用に関す
る、周知・募集活動を実施した。
【東かがわ市】一昨年に実施したＰ＆Ｒの有
効性の結果を参考に、Ｐ＆Ｒの実現について
検討を行った。
【三木町】パークアンドライドの運営と広報
誌等での利用促進
【綾川町】新駅へのアクセス道路を東側の町
道まで延長した。パーク＆ライド駐車場は、
イオンモール綾川の協力で、30台分を確保を
継続した。４月1日時点で28台分が契約済みと
なっている。また、綾川駅と坂出駅を結ぶ坂
出綾川線の実証実験運行を延長した。町営バ
スについても5路線中3路線について、綾川駅
への乗り入れを継続した。

公共交通機関利用者
数

69,100 70,500 71,700

高松市総合都市交通計画
等に定める公共交通利用
促進施策の展開により、
利用者の増加を見込む。

確認中

・達成度         20
・向上余地度　　 18
・活動量  　　   13
・効率的取組     18

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

【さぬき市】Ｂ：公共交通機関の利用促進を図るため、さぬき市広報紙及
びホームページを用いた、パーク・アンド・ライド駐車場の利用に関する周
知・募集活動を実施したが、利用率の向上につながらなかったため。
【東かがわ市】Ｂ：Ｐ＆Ｒの有効性の結果を参考に、Ｐ＆Ｒの実現について
検討が進んでいる。
【三木町】Ｂ：一定の利用者数があるものの、今後も利用者数の増加に向
けた取組を行っていく必要がある。
【綾川町】Ｂ：個々の成果としては,十分なものとなっているが,連携が図れ
るような施策の実施も必要ではないかと考える。

継続

連携市町とも一定の成果
が達成されているため、
今後とも引き続き取組を
行っていく。

【高松市】
　引き続き電車とバスの乗継割引制度を継
続するとともに、７０歳以上の市民を対象
とした電車・バスの運賃半額制度を継続す
ることとしている。
・引き続き、レンタサイクルの利用促進と
イメージアップを図りながら、残りのレン
タサイクルについても、順次、新デザイン
の塗装を行う。
【さぬき市】
　さぬき市コミュニティバスとＪＲ、こと
でんとの乗継の利便性を図るとともに、引
き続きＪＲ志度駅及びことでん志度駅近く
に位置する既存パーク・アンド・ライド駐
車場施設の適正な管理による利便性の確保
及び利用促進のため住民周知を行う。
【東かがわ市】
　予定なし
【三木町】
　パークアンドライドの運営と広報誌等で
の利用促進
【綾川町】
　綾川駅と坂出駅を結ぶ路線バス(坂出綾
川線）の実証実験運行を引き続き実施する
とともに、町営バスについては全路線の再
編を行い、綾川駅への乗り入れを増やすな
ど、利便性の向上に努める。

交通政策課

１２　海
上交通の
確保・充
実

海上交通の確保・充実

【高松市】
・「高松市離島航路確保維持改善協議会」に
おいて、「男木～高松航路改善計画」に基づ
く「離島航路３ヵ年計画（平成２７年度～２
９年度）」を策定するなど、引き続き「男木
～高松航路」の確保・維持・改善に向けた協
議・検討を行った。
【土庄町】
・航路及び路線バスの利便性向上を図るた
め、バス及び航路でＩＣカードが利用できる
旨の周知広報を行った。
・豊島において町直営による自家用有償運送
として、有料コミュニティバスを1日7便運行
し、平成26年10月1日より、宇野～土庄航路の
ダイヤが改正されたため、接続を考慮したバ
スダイヤの改正を検討し、利便性及び利用率
の向上を図った。
【小豆島町】
・坂手港周辺での利便性向上のため、地域活
性化イベントを開催した。
【直島町】
・宮浦港港湾施設のパトロール、イルミネー
ション、各所補修を行った。

・達成度
・向上余地度
・活動量
・効率的取組

※指標が設定できない
ため、連携市町と同じ
評価方法を用いた。

Ｂ Ａ Ｃ

【土庄町】Ｂ：ハード面での整備が完了し、また、芸術祭の開催にあたり、
必要な交通手段の確保・充実に努め、一定の成果があがっているが、海
上交通の確保について、継続的で陸上交通と遜色がないようもっと充実し
ていくことが課題である。
【小豆島町】Ａ：海上交通に対する周知宣伝活動を行い、成果が得られて
いるため。
【直島町】Ｃ：港湾施設のパトロールにより違法駐車の減少による成果は上
がっているが、直島・小豆島航路の連携ができていないので、今後、検討
が必要。

【高松市】
・「高松市離島航路確保維持改善協議会」にお
いて、引き続き「男木～高松航路」の確保・維
持・改善に向けた協議・検討を行う。
・「男木～高松航路」でゴールドIruCa利用に
よる運賃半額や島発往復割引の拡大など、航路
の利用に対する促進施策を行う。
【土庄町】
・引き続き、航路及び路線バスの利便性向上を
図るため、バス及び航路でＩＣカードが利用で
きる旨の周知広報を行う。
・引き続き、豊島において町直営による自家用
有償運送として、船との接続を考慮したバスダ
イヤによる有料コミュニティバスを1日7便運行
し、利便性及び利用率の向上を図る。
・第3回瀬戸内国際芸術祭が開催されるため、
バス会社や小豆島町と連携し、航路との接続等
を考慮した運行をする。
【小豆島町】
・坂手港周辺でのイベントを開催する。
【直島町】
・宮浦港港湾施設のパトロール、イルミネー
ション、各所補修を行う。

交通政策課

b
Ｉ
Ｃ
Ｔ
イ
ン
フ
ラ
整
備

１３　ブ
ロードバ
ンド利用
環境の向
上等

ブロードバンド利用環
境の向上等

・本市の島しょ部における民間の整備計画
等について情報収集を行うと共に地域の実
情に即したブロードバンドの利用環境の向
上のための技術、手法等を調査、検討し
た。
・香川県超高速ブロードバンド整備推進協
議会において、県内の状況を確認した。

超高速ブロードバン
ド整備率 90.00% 99.00% 100.00%

情報通信網の超高速化や
ＩＣＴ利活用推進、電子
自治体推進といった共通
の課題について、情報交
換、調査、検討を行いな
がら、ブロードバンド基
盤の効果的な整備を検討
する。

99.80%

・達成度         25
・向上余地度     18
・活動量         25
・効率的取組     25

Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

【さぬき市】Ａ：連携市町ともに超高速ブロードバンド整備に目途がついた
ことから、十分達成できたと考えられるため。
【東かがわ市】Ａ：ブロードバンド基盤の整備は既に終了している。
【土庄町】Ａ：一部の島嶼部を除く地域においては整備が完了している。
【小豆島町】Ａ：ブロードバンド基盤の整備が行われているため。
【三木町】Ｂ：ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ利用環境の普及について、今後も更なる普及に
向けた取組について検討
【直島町】Ｂ：本島のみのサービスで、向島、屏風島へのサービスができて
いないため、評価をＢとした。
【綾川町】Ａ：平成22年度から23年度にかけて,民設民営方式による光ファ
イバ網整備事業を実施し,町内全域で超高速ブロードバンドによるサービ
スが受けられるようになっている。

縮小

四国総合通信局や県が公
表する超高速ブロードバ
ンド整備状況では、ＬＴ
Ｅの出現等により、香川
県内は全て整備済エリア
となっており、この事業
の目的は達成されてい
る。

香川県超高速ブロードバンド整備推進協議
会内において協議されることなどについ
て、圏域において取り組む事項等があれば
検討を進める。

情報政策課

(1)中心市街地における
直売所の整備及び活用

本市が改装費補助を行い、平成２２年５月
にオープンした「さぬき産業工芸館サン・
クラッケ」では、地場産品の販売展示や情
報発信などの事業を行い、連携する周辺市
町を始め、県内の地場産品の認知度向上に
努めた。 商店街の空き店舗を

活用した直売所の件
数

1 1 1

当該事業は、国の緊急雇
用創出事業を活用した時
限事業であることから、
施設の維持を目標値とす
る。

1

・達成度　　　　25
・向上余地度　　18
・活動量  　　  25
・効率的取組    25

Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｃ Ｄ Ｄ

【さぬき市】Ｄ：現在、直売所の整備に対する取り組みができていないた
め。
【東かがわ市】Ｄ：実績なし。
【土庄町】Ｄ：現在この事業に取り組めておらず、圏域の地産地消を促進
しているとはいいがたいため。
【小豆島町】Ｄ：実績がないため、評価が難しい。
【三木町】Ｃ：マルシェ（産直市場）などの事業を町内開催だけにとどまら
ず、中心市街地や近隣市町での開催を検討することで、特産品のPRや地
産池沼促進につなげることが必要である。
【直島町】Ｄ：具体的な取り組みに至っていない。
【綾川町】Ｄ：具体的な取り組みに至っていない。

継続

当該事業は、国の緊急雇
用創出事業を活用した時
限事業であることから、
施設の維持を目標とする

引き続き、「さぬき産業工芸館サン・ク
ラッケ」を有効活用し、本市のほか、連携
する周辺市町の地場産品等の販売促進や中
心市街地に集う消費者による消費拡大に努
める。

産業振興課

(2)特産品の周知宣伝等

たかまつ食と農のフェスタ2015の開催にあ
たり、連携市町からの出展ブースを設け、
特産品の知名度向上を図った。

たかまつ食と農の
フェスタにおける連
携市町の出展者数

7 7 7
全ての連携市町が出展に
参加することにより、宣
伝効果を上げるため。

5

・達成度　　　　25
・向上余地度　　18
・活動量  　　  13
・効率的取組    25

Ｄ Ｄ Ｃ Ａ Ｃ Ｄ Ｄ

【さぬき市】Ｄ：現在、イベントを通じた特産品の周知に対する取り組みが
できておらず、さぬき市独自の特産品の掘り起こしが必要であるため。
【東かがわ市】Ｄ：実績なし。
【土庄町】Ｃ：町内外のイベントにおいて特産品の周知宣伝活動を行って
いるが、さらなるＰＲ活動を行っていく必要がある。
【小豆島町】Ａ：周知宣伝活動について、十分に行われているため。
【三木町】Ｃ：今後は町内外イベントなどの機会を活用し、特産品の周知活
動を積極的に行う必要がある。
【直島町】Ｄ：具体的な取り組みに至っていない。
【綾川町】Ｄ：具体的な取り組みに至っていない。

継続
引き続き、連携市町に出
展を働きかけ、より多く
の出展を目指す。

引続き、【たかまつ食と農のフェスタ】な
どのイベントで連携市町への出展を依頼
し、圏域の特産品の周知宣伝等を推進す
る。

産業振興課
農林水産課

政
策
分
野

施　策 施策に係る取組（事業） 平成２６年度　取組実績 指標

Ａ

方向性 方向性の理由

　　　　平成２７年度　取組予定

　　※施設整備の場合は完成年度までの
　　　予定を記載

２６評価（中心市）

２６評価（連携市町）

＜参考＞

連携市町評価の理由
関係所属

a
地
域
公
共
交
通

Ｃ

Ｃ

活動目標値

Ｈ２７度活動目標値設定
の理由

実績値
（Ｈ２６度）

c
地
産
地
消

１４　中
心市街地
における
直売所の
整備及び
活用

Ａ

Ａ
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（Ｈ２５度） （Ｈ２６度） （Ｈ２７度）

さ
ぬ
き
市

東
か
が
わ
市

土
庄
町

小
豆
島
町

三
木
町

直
島
町

綾
川
町

政
策
分
野

施　策 施策に係る取組（事業） 平成２６年度　取組実績 指標 方向性 方向性の理由

　　　　平成２７年度　取組予定

　　※施設整備の場合は完成年度までの
　　　予定を記載

２６評価（中心市）

２６評価（連携市町）

＜参考＞

連携市町評価の理由
関係所属

活動目標値

Ｈ２７度活動目標値設定
の理由

実績値
（Ｈ２６度）

d
地
域
内
外
の
住
民
と
の
交
流
・
移
住

１５　自
然体験等
を通じた
住民の交
流の促進

自然体験等を通じた住
民の交流の促進

２６年度においては、自然体験等を盛り込
んだイベントの周知啓発は行えなかった。

周知啓発イベント数 7 7 7

ビジョンに掲載されてい
るイベント等の例によ
り、２市５町合わせて７
件とした。

0

・達成度　　　　 5
・向上余地度　　10
・活動量  　　   0
・効率的取組     0

Ｂ Ｄ Ｃ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ

【さぬき市】Ｂ：市外からの参加者も多く一定の成果はあがっているため。
【東かがわ市】Ｄ：実績なし。
【土庄町】Ｃ：小豆島自然観察会主催（事務局土庄町生涯学習課）での自
然体験のイベントを実施しているが、中心市に対して周知や啓発を行って
はおらず、圏域外の児童・生徒等の参加を促進してはいない。
【小豆島町】Ｃ：児童・生徒等の参加が無かったため。
【三木町】Ａ：三木町のグリーンツーリズムに観光事業を加えることにより、
三木町の魅力を効果的に情報発信することができた。
【直島町】Ｂ：自然探検は目標どおり達成でき、一定の成果はあったが更
なる成果向上にむけて取り組みの余地がある。定員制ということもあり、参
加者の大半を町内児童がしめたため、中心市での周知・啓発による圏域
内の児童の参加についてはわずかとなった。
【綾川町】Ｃ：近隣市町のスポーツ施設等にチラシを配布して募集してい
る。

改善継続

27年度のビジョン終了ま
でに、圏域の市町と連携
を行って、周知啓発に取
り組んでいく必要があ
る。

自然体験等を盛り込んだイベントの周知啓
発を行う。

政策課

１６　文
化的資産
の活用

文化的資産の活用

・文学館交流ＰＲ誌を継続的に３館に設置
し来館者に配布するとともに、コミュニ
ティセンター、観光案内所や圏域内の教
育・文化施設、全国の文学館等に随時配布
し、３館の知名度向上を図り、圏域の連
携・交流が深まるよう相互ＰＲに努めた。
・小豆島尾崎放哉記念館や壺井栄文学館を
始めとする土庄町、小豆島町と高松市の文
化的資産との連携を図り、継続的に文化的
交流が深まるよう努めた。

交流ＰＲパンフレッ
ト配布数 4,500 4,500 4,500

一定の成果があがってい
るが、更なる取組みによ
る成果向上の余地がある
ため、4,500という活動目
標とした。

4,319

・達成度　　　　25
・向上余地度　　18
・活動量  　　  13
・効率的取組    25

Ｂ Ｂ Ｃ Ａ

【さぬき市】Ｂ：成果があがっているが、更なる取組による成果向上の余地
があるため。
【東かがわ市】Ｄ：パワースポットＭＡＰ、１０選ガイドブックを作成したこで、
八十八箇所めぐりの方に好評であった。
【土庄町】Ｃ：小豆島尾崎放哉記念館開館20周年を記念した講演会開催
や生誕地鳥取県との交流を実施するなど、事業実施・情報発信に努めて
いるが、自立圏構成市町との連携を活かせるようにする必要がある。
【小豆島町】Ａ：文化的資産の調査を行い、研究・把握に努めたため。

継続

連携町とも一定の成果が
達成されているため、今
後とも引き続き取組を
行っていく。

・文学館交流ＰＲ誌を継続的に３館に設置
し来館者に配布するとともに、コミュニ
ティセンター、観光案内所や圏域内の教
育・文化施設、全国の文学館等に随時配布
し、３館の知名度向上を図り、圏域の連
携・交流が深まるよう相互ＰＲに努める。
・小豆島尾崎放哉記念館や壺井栄文学館を
始めとする土庄町、小豆島町と高松市の文
化的資産との連携を図り、継続的に文化的
交流が深まるよう努める。

観光交流課
文化財課

【文化芸術振興課】
サンポートホール高松の指定管理者である
公益財団法人高松市文化芸術財団および高
松市教育委員会と連携して、サンポート
ホール高松において、劇団四季こころの劇
場『ふたりのロッテ』の小学生招待公演を
実施した。
・実施日：平成２７年２月１６～１８日
　　　　　閣２回公演（１６日のみ１回公
演）
・場所：サンポートホール高松　大ホール
・内容：劇団四季ミュージカル『ふたりの
ロッテ』公演
・参加者：市内及び連携１市５町
（高松市・さぬき市・土庄町・小豆島町・
三木町・直島町・綾川町）の小学６年生及
び引率教員等
　５,３２３人

【学校教育課】
劇団四季こころの劇場『ふたりのロッテ』
高松公演の参加校引率教員を対象に、１２
月１８日にサンポートホール高松において
打合せ会を行った。

参加者数 5,200 5,200 5,200

毎年、劇団四季が社会貢
献事業として行っている
「こころの劇場」を共催
しており、本市及び連携
市町の小学生に対する無
料公演を継続して行って
いる。

5,323

・達成度　　　　25
・向上余地度　　18
・活動量  　　　13
・効率的取組    25

継続

連携市町とも一定の成果
が達成されているため、
今後とも引き続き取組を
行っていく。

【文化芸術振興課】
前年度に引き続き、公益財団法人高松市文
化芸術財団及び高松市教育委員会と連携し
て、劇団四季の公演を実施する予定。

公演予定日：平成２８年２月（３日間）
参加対象者：高松市、さぬき市、土庄町、
小豆島町、三木町、直島町、綾川町の小学
６年生及び引率教員等）

【学校教育課】
劇団四季こころの劇場『人間になりたがっ
た猫』高松公演の参加校引率教員を対象
に、１２月中旬にサンポートホール高松に
おいて打合せ会を行う予定。

文化芸術振興
課
美術館美術課
学校教育課

【美術館美術課】
美術館学習　1校　25人参加
平成26年10月25日　小豆島町立星城小学校

参加者数 39 25 0

改修工事のため高松市美
術館は平成28年3月まで休
館中であるが、この間、
市内2ヶ所にて、コレク
ション展を開催。但し、
会期も例年より短いこと
もあり、市外からの参加
は難しいと考える。

25

・達成度　　　25
・向上余地度　18
・活動量  　　13
・効率的取組  25

拡充

今年度は、平成28年3月ま
で休館予定であるが、取
組を行っていない連携市
町とも引き続き協議を続
け、平成28年度以降の美
術館学習等教育普及事業
について、広報の拡充を
図っていく。

【美術館美術課】
今年度は休館中であるが、市内2ヶ所で開
催されるコレクション展に対して、圏域内
の小中学校に美術館学習の周知を行い、参
加を希望する学校に対して、美術館での鑑
賞学習及び施設見学等を実施する。

文化芸術振興
課
美術館美術課
学校教育課

１８　瀬
戸内国際
芸術祭関
連事業の
実施

瀬戸内国際芸術祭関連
事業の実施

来場者数 1,330 － － －

・達成度
・向上余地度
・活動量
・効率的取組

Ｂ Ａ Ｃ

【土庄町】B：継続的なアートを活用した観光誘致として実施。観光客はも
とより、地元住民の来場も見られ、第3回瀬戸内国際芸術祭に向けたＰＲ
に繋がったと考える。
【小豆島町】Ａ：多数の観光客が訪れ、瀬戸内国際芸術祭の谷間でも圏
域のＰＲ効果が得られたため。
【直島町】Ｃ：圏域内での相互連携についてはできていない。

継続

平成２７年度３月開催の芸術祭に向けて実
行委員会、連携市町とともに芸術祭が効果
的に実施できるよう準備事業の取り組みを
推進する。また芸術祭の会期と会期の間の
作品公開について、各市町と連携し、統一
された公開を行うよう協議する。

文化芸術振興
課

１９　図
書館サー
ビスの提
供

移動図書館の開設

　移動図書館車で直島町内２か所のステー
ションを毎月１回巡回し、図書館サービス
を提供した。
【貸出状況等】（２ステーション合計）
・新規登録者数　　　15人
・貸出人数　565人（平均47人／月）
・貸出実績5,110冊（平均426冊／月）

貸出利用者数 610 620 620
実績数値より目標値を設
定

565人
（平均47人

／月）

・達成度　　　25
・向上余地度　18
・活動量  　　13
・効率的取組  25

Ａ

【直島町】Ａ：本事業を実施することで町内で気軽に図書を借りることがで
きている。リクエスト対応の貸出も好評である。利用者が固定化されてきて
いる面もあり今後も広報などを行っていきたい。

継続

一定の成果は達成してお
り、広報活動の充実等に
取り組み、引き続き、
サービスを提供してい
く。

移動図書館車で月１回、直島町内のステー
ションを巡回し、図書館サービスを提供す
る。
・広報活動…直島町広報誌にて、移動図書
館の巡回日程等を町民に周知。 中央図書館

e
文
化
芸
術

Ｂ

１７　文
化芸術鑑
賞機会等
の提供

文化芸術鑑賞機会等の
提供
※「文化芸術事業の出
前公演」及び「美術館
学習」を含む

Ａ

Ｅ

f
そ
の
他

Ａ

Ａ

【さぬき市】Ｂ：「ここの劇場」の観覧については、公演回数が限られている
ことから、抽選により3階席に割り振られることがあり、座席の位置によって
は、観えにくい場所がある。また、デリバリーアーツ事業についは、体制も
確保されており、十分な取り組みが行えているため。
【東かがわ市】Ｄ：実績なし。
【土庄町】Ａ：圏内市町の小学校との連携が密にできているだけでなく、実
施体制が確立されており、毎年スムーズな運営ができている。
【小豆島町】Ａ：文化芸術事業に児童・生徒の鑑賞機会を講じたため。
【三木町】Ａ：親子の結びつきという現在の重要なﾃｰﾏを扱った作品を鑑
賞する機会が得られ、教育・芸術的側面から十分な取組ができている。
【直島町】Ｂ：圏内市町の小学校との連携が密にできているだけでなく、実
施体制が確立されており、毎年スムーズな運営ができている。
出前公演については、日程面と集客面において利用が難しい。
【綾川町】Ａ：圏内市町の小学校との連携がとれており、実施体制が確立さ
れており、毎年スムーズな運営ができている。

Ａ

Ｂ

Ｂ Ｄ Ａ Ａ Ａ Ｂ
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三
木
町

直
島
町

綾
川
町

政
策
分
野

施　策 施策に係る取組（事業） 平成２６年度　取組実績 指標 方向性 方向性の理由

　　　　平成２７年度　取組予定

　　※施設整備の場合は完成年度までの
　　　予定を記載

２６評価（中心市）

２６評価（連携市町）

＜参考＞

連携市町評価の理由
関係所属

活動目標値

Ｈ２７度活動目標値設定
の理由

実績値
（Ｈ２６度）

２０　圏
域情報の
発信及び
共有化

圏域情報の発信及び共
有化

　ホームページによる圏域市町のイベント
情報の発信について、直島町を除く、２市
４町とホームページ（イベント情報ペー
ジ）をリンクを行った。

イベント情報ページ
リンク数 0 6 7 圏域市町数による。 6

・達成度　　　  13
・向上余地度　  18
・活動量  　　  20
・効率的取組    18

Ｃ Ｃ Ｃ Ａ Ｃ Ｄ Ｄ

【さぬき市】Ｃ：一定の成果があがっているが、課題もあり、さらなる改善が
必要であるため。
【東かがわ市】Ｃ：新制度に向け、より一層の広報活動が必要である。
【土庄町】Ｃ：さらなる広報活動をしていく必要がある。
【小豆島町】Ａ：各種情報発信を行えたため。
【三木町】Ｃ：今後においても、広報誌やイベント等を活用し、より積極的な
情報発信をしていく必要がある。
【直島町】Ｄ：イベント情報のリンクができていないため、Ｄ評価とした。
【綾川町】Ｄ：具体的な取組に至っていない。

継続

本市と圏域市町のホーム
ページ（イベント情報
ページ）のリンクを行う
ことで、ホームページに
よる圏域市町のイベント
情報を、発信していく。

本市と直島町のホームページ（イベント情
報ページ）のリンクを行う。

広聴広報課

２１　高
松市屋島
陸上競技
場の活用

高松市屋島陸上競技場
の活用

建築工事（解体工事以除く）

整備進捗率 50 70 85
Ｈ２８の完成を目指して
いるため。 50

・達成度
・向上余地度
・活動量
・効率的取組

- - - - - - -

【さぬき市】-：高松屋島陸上競技場の再整備が完了していないため。
【東かがわ市】-：実績なし。
【土庄町】-：屋島陸上競技場が再整備されておらず、評価しがたい。
【小豆島町】-：活用が難しいため。
【三木町】-：高松市における整備計画が進行中であり現在閉鎖中である
が、今後は県内外の人が利用しやすい形を検討すべきである。
【直島町】-：建設中であり、活用が出来ない。活用方法については、今
後、協議が必要。
【綾川町】-：陸上競技場の再整備が完了しておらす，評価が難しい。

改善継続

再整備にあたっての前提
条件や状況が著しく変化
してきたことから、事業
費の縮減も図りながら整
備内容を精査し、適切に
対応していく。

・建築工事
・イベント内容について、高松市スポーツ
施設オープニング事業検討プロジェクト
チーム（創造都市推進局内関係課で組織）
並びに県・市陸連等関係団体と協議する中
で、決定する。

スポーツ振興
課

(1)環境学習の推進

環境学習の参加応募条件を「瀬戸・高松定
住自立圏内に在住、又は通勤・通学する
方」として参加者を募った。

環境学習プログラム
の開催情報の周知件
数

15 20 20

環境問題を広域的にとら
えることにより、圏域住
民の環境意識の向上に寄
与するとともに、環境を
仲立ちとした圏域の結び
つきの強化や環境活動団
体との交流へと活動が波
及し、圏域全体の活性化
を目指すものです。

22

・達成度　　　  20
・向上余地度　  18
・活動量  　　　20
・効率的取組    18

Ｄ Ｄ Ｃ Ｄ Ｂ Ｂ Ｄ

【さぬき市】Ｄ：取組実績がないため、まずは連携市町との情報交換の場
を設ける必要があるため。
【東かがわ市】Ｄ：実績なし。
【土庄町】Ｃ：周知等を行っているが、圏域住民の交流推進までには至っ
ていないため。
【小豆島町】Ｄ：実績がないため、評価が難しい。
【三木町】Ｂ：高松市との連携行事時に行い一定の成果もあるが、開催回
数等の見直しも必要。
【直島町】Ｂ：成果実例あり。事業計画として改善余地あり。
【綾川町】Ｄ：広域の共通の課題が明確になっておらず，具体的な取り組
みに至っていない。

継続

連携市町とも一定の成果
が達成されているため、
今後とも引き続き取組を
行っている。

環境保全推進課のホームページで環境学習
や環境活動団体に係る情報提供を行い圏域
市町における環境学習の推進につなげる。

環境保全推進
課

(2)環境負荷の少ない自
動車の普及促進

公用車に電気自動車２台を率先導入し、走
行実績に伴う温室効果ガス削減量等の情報
をホームページで発信した。

情報発信件数
（ホームページ更新
回数、環境展等）

14 14 14
ホームページ更新　　１
２
環境展等　　２

20

・達成度
・向上余地度
・活動量
・効率的取組

Ｄ Ｄ Ｃ Ａ Ｄ Ｃ Ｄ

【さぬき市】Ｄ：取組実績がないため、まずは連携市町との情報交換の場
を設ける必要があるため。
【東かがわ市】Ｄ：実績なし。
【土庄町】Ｃ：昨年同様、環境負荷の少ない自動車が少しずつ増えてきて
おり、環境負荷軽減につながっているが、もっとCO2排出量抑制に関する
意識を高め、環境負荷軽減につなげていく必要がある。
【小豆島町】Ａ：環境負荷の少ない自動車の普及促進に向けての周知・啓
発に効果があったため。
【三木町】Ｄ：次世代自動車の充電器設置について検討しているが、設置
場所や費用等の問題解決が必要。
【直島町】Ｃ：環境負荷の少ない自動車の周知に一定の効果があったた
め。
【綾川町】Ｄ：平成23年度に電気自動車を購入したが,普及促進に十分活
用できていない。

継続

地球温暖化防止は重要な
課題であり、特に市域で
も温室効果ガス排出割合
が高い運輸部門でのＣＯ２

排出量の抑制は広域的に
取組む必要がある。

電気自動車を公用車として新たに２台購入
し、車体ラッピングをして市内を走らせ、
走行実績をＨＰで発信するとともに、市が
設置した市内３ヶ所にある道の駅の急速充
電器の情報を発信するなど、電気自動車の
普及を図る。

環境総務課地
球温暖化対策
室

(3)使用済小型電子機器
等リサイクル事業

平成２６年１１月に、コミュニティーセン
ターや家電量販店等で回収箇所を５か所増
設し、市内２０か所で、２１品目の使用済
小型家電のボックス回収を実施した。

収集量(㎏) - 1,260 1,258
人口１万人当たりの回収

目標量
1,239

・達成度　　　　20
・向上余地度　　18
・活動量  　　　20
・効率的取組 　 18

Ｃ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ａ Ｂ

【さぬき市】Ｃ：定住自立圏で連携を図りながら、回収する対象品目を増や
すなど、余地はあるため。
【東かがわ市】Ｂ：使用済小型電子機器等の回収を始めたが、回収量が伸
びていない。
【土庄町】Ｃ：少しずつボックスを利用している方も増えてきているが、まだ
まだ回収率が低い状態である。
【小豆島町】Ａ：小型電子機器等のリサイクルに対して効果があったため。
【三木町】Ｂ：回収量は増えつつあるので、認知率は向上していると思われ
る。しかし、対象品目以外が多数回収されており、再周知が必要である。
【直島町】Ａ：回収体制も確保されており、十分な取組が行えている。
【綾川町】Ｂ：小型家電回収ボックスの設置により、一定量の回収ができて
いる。

継続

連携市町とも一定の成果
が達成されているため、
今後とも引き続き取組を
行っていく。

・引き続き、市内２０か所で、ボックス回
収を行う。また、新規にピックアップ回収
やイベント回収を実施する。
・「使用済小型家電リサイクル推進担当課
長会」を開催し、事業結果の検証と今後の
事業展開を検討する。

環境業務課

２３　地
域密着型
トップス
ポーツ
チームの
試合観戦
機会等の
提供

地域密着型トップスー
ツチームの試合観戦機
会等の提供

実施回数・観客数
・ﾌｧｲﾌﾞｱﾛｰｽﾞ：１２回（１，１９１人）
・ｵﾘｰﾌﾞｶﾞｲﾅｰｽﾞﾞ：１回（１０人）
合計：１３回・１，２０１人

児童・生徒等観戦機
会の提供による観客
数

1,500 2,000 1,000

これまでの当該指標に係
る実績（23年度は2,400人
余り、24年度は1,300人
弱、25年度は1,069人、26
年度は1,201人）に基づ
き、実現可能と考えられ
る目標値を設定した。

1,152

・達成度　　　　 5
・向上余地度　　18
・活動量  　　　 5
・効率的取組 　 10

Ｄ Ｂ Ｄ Ａ Ｄ Ｃ Ｃ

【さぬき市】Ｄ：香川県地域密着型スポーツ活用協議会交流事業にて同様
の取組を行っているため。
【東かがわ市】Ｂ：トップスポーツチームの試合観戦ができた。
【土庄町】Ｄ：離島であるため活用がなかなか難しい。
【小豆島町】Ａ：児童・生徒等に地域密着型トップスポーツチームとの交流
機会の提供を行えたため。
【三木町】Ｄ：関係機関からの要請がなかったので取組みはしていない。
【直島町】Ｃ：野球観戦については、野球少年団・中学校野球部から26名
の応募があった。サッカー・バスケットボール・アイスホッケー観戦につい
ては、募集しても参加者が集まらなかったので、今後実施方法と募集方法
について検討していく必要がある。
【綾川町】Ｃ：トップアスリートの試合観戦は,一定の成果があがっているが,
対象者が特定される課題（女子の参加が少ない）もあり,スポーツ教室など
付加価値をつけるなど更なる改善が必要である。

改善継続

取組みを維持・拡充する
に当たり、関係市町との
連携が不十分であり、成
果が向上していないこと
から、さらに各市町担当
者との連携等を密にする
中で、目標達成を図る。

・招待する試合や実施方法を香川プロス
ポーツクラブ連絡協議会と協議した後、関
係市町と打合せを行う。
・招待する試合は、市町が希望する日を設
定する。

スポーツ振興
課

f
そ
の
他

Ｃ

-

２２　環
境への配

慮

Ｂ

Ｅ

Ｂ

Ｂ
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「瀬戸・高松広域定住自立圏」取組進捗状況調査票（平成２６年度）

【圏域マネジメント能力の強化】

（Ｈ２５度） （Ｈ２６度） （Ｈ２７度）

さ
ぬ
き
市

東
か
が
わ
市

土
庄
町

小
豆
島
町

三
木
町

直
島
町

綾
川
町

a
圏
域
内
市
町
の
職
員
等
の
交
流

２４　職
員の交
流・人材
育成等

合同研修等の実施

業務改善能力や実践的政策形成能力を高め
るための研修を始め、行政環境の変化に対
応できる幅広い視野を養うための教養講演
会を合同で実施し、圏域内市町職員の能
力・資質の向上を図った。

【参加人数】
・業務改善能力向上研修
　　（高松市２０人、連携市町４人）
・政策形成能力向上研修
　　（高松市２３人、連携市町４人）
・OJT研修
　　（高松市２５人、連携市町５人）
・政策評価能力向上研修
　　（高松市２０人、連携市町３人）
・教養講演会
　　（高松市９９人、連携市町１２人）

各研修会への圏域内
市町参加職員数

各市町から
１名以上

各市町から
１名以上

各市町から
２名以上

H26年度に各市町から１名
以上の参加があったこと
から、職員の更なる能
力・資質の向上を図るた
め、２名以上とした。

さぬき市：
4

東かがわ市：4

土庄町：4
小豆島町：

5
三木町：7
直島町：3
綾川町：1

・達成度
・向上余地度
・活動量
・効率的取組

Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ｃ

【さぬき市】Ｂ：圏域内での合同研修を実施したことにより、人材育成及び
圏域内自治体間での職員の交流という面において、一定の成果があった
が、計画していた研修の全てに参加できていないことから、今後は研修参
加をより一層呼びかける必要がある。
【東かがわ市】Ｂ：職員の能力や意識の向上、交流のきっかけとなった。
【土庄町】Ｂ：成果に示されている各市町職員の資質向上の強化につい
て、体制も確保されており、十分な取組が行えている。今後は取組の圏域
マネジメント能力の強化を図る必要がある。
【小豆島町】Ａ：研修へ参加し、能力及び資質の向上を図れたため。
【三木町】Ａ：他市町職員との交流を深め、行政職員としての意識向上や
専門的知識を習得した。
【直島町】Ａ：具体的な内容にふれることができ、参考になったため。
【綾川町】Ｃ：集合研修以外に,班内で協議しなければならないことも多く,
負担が大きい。また,仕方ないことではあるが,政策内容が高松市に即した
ものになるため,モチベーションがあがらないとの指摘もあった。

継続

H26年度に各市町から１名
以上の参加があったもの
の、まだ定着しておらず
引き続き、職員の能力・
資質の向上を図るため

業務改善能力や実践的政策形成能力を高め
るための研修を始め、行政環境の変化に対
応できる幅広い視野を養うための教養講演
会を合同で実施し、圏域内市町職員の能
力・資質の向上を図る。

人事課

２５　大
学等との
連携

取組事項の研究交流
定住促進を課題に、地（知）拠点事業で取
り組んだ。

取組事項等に関する
研究交流の件数

2 2 2

定住の調査研究に取り組
むことは必要であるが、
多くの研究交流は難しい
ことから、実績をふまえ
た数値設定とた。

1

・達成度　　　　13
・向上余地度　　18
・活動量  　　　13
・効率的取組 　 18

Ｄ Ａ Ｄ Ｃ Ｃ Ｄ Ｄ

【さぬき市】Ｄ：連携市町及び圏域内の大学等との情報交換の場がないた
め、取組に当たっての課題や方向性を協議する体制づくりが必要である
ため。
【東かがわ市】Ａ：圏域の自治体に共通する課題を研究したことは、今後の
圏域全体の課題解決のヒントとなる。
【土庄町】Ｄ：取組事項等の研究交流に具体的に取り組めていない状況に
あるため。
【小豆島町】Ｃ：今後研究交流の可能性があるため。
【三木町】Ｃ：取組に関して今後も大学等との連携や交流を模索していく
必要がある。
【直島町】Ｄ：具体的に何も実施していない。
【綾川町】Ｄ：どのような成果があがっているのか不明

継続

圏域内への大学への連携
調査が可能な共同研究に
ついて選定し、継続して
いく。

調査研究について、大学等と具体的な実施
内容を調整の上、共同研究として実施する
予定である。

政策課

２６　市
民活動団
体等との
協働

協働企画提案募集事業

連携市町からの応募はなかった。
全体の採択件数：７件

採択件数 10 10 10 予算額のとおり 7

・達成度　　　　20
・向上余地度　　25
・活動量  　　　13
・効率的取組 　 25

Ｄ Ｄ Ｄ Ｃ Ｃ Ｄ Ｄ

【さぬき市】Ｄ：取組実績がないため、まずは連携市町との情報交換の場
を設ける必要があるため。
【東かがわ市】Ｄ：実績なし。
【土庄町】Ｄ：連携市町としての役割を具体的に果たせていない状況にあ
るため。
【小豆島町】Ｃ：今後協力する可能性があるため。
【三木町】Ｃ：取組に関して今後も市民活動団体等との連携や交流を模索
していく必要がある。
【直島町】Ｄ：協働企画の提案事業について、周知が不十分であり、取組
実績がなかった。
【綾川町】Ｄ：現状として,高松市の協働企画提案事業のチラシを置くだけ
となっており,市民活動団体の育成までに至っていない。

継続
引き続き、連携市町と連
携する。

引き続き年２回募集予定

地域政策課市
民協働推進室

２６評価（連携市町）

＜参考＞

連携市町評価の理由

政
策
分
野

施　策 施策に係る取組（事業） 平成２６年度　取組実績 指標 関係所属

Ａ

b
そ
の
他

Ｃ

Ａ

方向性 方向性の理由

　　　　平成２７年度　取組予定

　　※施設整備の場合は完成年度までの
　　　予定を記載

活動目標値

Ｈ２７度活動目標値設定
の理由

実績値
（Ｈ２６度）

２６評価（中心市）

8



「瀬戸・高松広域定住自立圏」取組進捗状況概要（平成２６年度）

視点 政策分野 施策 施策に係る取組（事業）
高
松
市

さ
ぬ
き
市

東
か
が
わ
市

土
庄
町

小
豆
島
町

三
木
町

直
島
町

綾
川
町

方向性

(1)遠隔医療ネットワークを使った連携 Ｃ Ｂ Ｃ Ｄ Ｃ Ｄ Ｃ 拡充

Ｂ Ｄ Ｄ Ａ Ｅ - 継続

Ｃ Ｄ Ｄ Ａ Ｅ - 継続

(3)医療職員の交流等 Ｃ Ｅ Ｄ Ｄ Ｅ Ｄ 継続

(1)救急医療体制の整備 Ａ Ｂ Ａ Ｃ 継続

(2)救急艇の活用 Ａ Ｂ Ａ Ｄ 継続

(1)ファミリー・サポート・センター事業 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ 継続

(2)高齢者セーフティネットワーク事業 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 継続
(3)地域密着型サービス（認知症対応型共同生活介護）広域利用
事業 Ａ Ｄ 継続

(4)自立支援協議会運営事業 Ｃ Ａ Ａ 継続

(1)介護認定審査会業務の連携 Ａ Ａ Ａ Ａ 継続

(2)障害程度区分等審査会業務の連携 Ａ Ａ Ａ Ａ 継続

c教育 ５　中学校総合体育大会等の連携 中学校総合体育大会等の連携 Ａ Ｂ Ａ 継続

(1)観光プロモーション事業 Ｂ Ｂ Ｄ Ｂ Ａ Ｄ Ｃ Ｄ 継続

(2)新たな観光プランの企画、販売等 Ａ Ｄ Ｃ Ｄ Ｄ Ｃ Ｄ 継続

(3)国内外観光客向け情報発信事業 Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｄ Ｃ Ｄ Ｃ 継続

(4)イベント交流の促進 Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ａ Ｄ Ｃ Ｄ 継続

７　中心市街地におけるにぎわいの
創出

高松市中心市街地活性化基本計画に基づく取組 Ａ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ 継続

(1)災害時の応援体制等 Ａ Ｄ Ｄ Ｂ Ａ Ｃ Ａ Ｂ 継続

(2)香川県消防相互応援協定 Ａ Ｄ Ｄ Ｂ Ａ Ｃ Ｃ Ａ 継続

(3)高松空港及びその周辺における消火救難活動に関する協定 Ａ Ｃ Ａ 継続

(4)消防業務の事務委託 Ａ Ａ Ａ 継続

(1)一般廃棄物の処理業務 Ａ Ａ 継続

(2)し尿処理業務 Ａ Ａ Ａ 継続

(3)し尿貯留槽管理業務 Ａ Ａ 継続

(4)一般廃棄物の埋立処分業務 Ａ Ａ 継続

１０　不法投棄の防止 不法投棄対策事業の推進 Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 継続

１１　公共交通機関利用促進 公共交通機関の利用促進 Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 継続

１２　海上交通の確保・充実 海上交通の確保・充実 Ｃ Ｂ Ａ Ｃ 継続

bＣＴインフラ整備
１３　ブロードバンド利用環境の向上
等

ブロードバンド利用環境の向上等 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ 縮小

(1)中心市街地における直売所の整備及び活用 Ａ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｃ Ｄ Ｄ 継続

(2)特産品の周知宣伝等 Ａ Ｄ Ｄ Ｃ Ａ Ｃ Ｄ Ｄ 継続

d地域内外の住民との
交流・移住促進

１５　自然体験等を通じた住民の交流
の促進

自然体験等を通じた住民の交流の促進 Ｅ Ｂ Ｄ Ｃ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ 改善継続

１６　文化的資産の活用 文化的資産の活用 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ 継続

１７　文化芸術鑑賞機会等の提供
文化芸術鑑賞機会等の提供
※「文化芸術事業の出前公演」及び「美術館学習」を含む Ａ Ｂ Ｄ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 継続

１８　瀬戸内国際芸術祭関連事業の
実施

瀬戸内国際芸術祭関連事業の実施 Ｂ Ｂ Ａ Ｃ －

１９　図書館サービスの提供 移動図書館の開設 Ａ Ａ 継続

２０　圏域情報の発信及び共有化 圏域情報の発信及び共有化 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ａ Ｃ Ｄ Ｄ 継続
２１　高松市屋島陸上競技場の活
用

高松市屋島陸上競技場の活用 - - - - - - - - 改善継続

(1)環境学習の推進 Ｂ Ｄ Ｄ Ｃ Ｄ Ｂ Ｂ Ｄ 継続

(2)環境負荷の少ない自動車の普及促進 Ｂ Ｄ Ｄ Ｃ Ａ Ｄ Ｃ Ｄ 継続

(3)使用済小型電子機器等リサイクル事業 Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ C Ｂ Ａ Ｂ 継続

２３　地域密着型トップスポーツチー
ムの試合観戦機会等の提供

地域密着型トップスーツチームの試合観戦機会等の提供 Ｅ Ｄ Ｂ Ｄ Ａ Ｄ Ｃ Ｃ 改善継続

a圏域内市町の職員等
の交流 ２４　職員の交流・人材育成等 合同研修等の実施 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ｃ 継続

２５　大学等との連携 取組事項の研究交流 Ｃ Ｄ Ａ Ｄ Ｃ Ｃ Ｄ Ｄ 継続

２６　市民活動団体等との協働 協働企画提案募集事業 Ａ Ｄ Ｄ Ｄ Ｃ Ｃ Ｄ Ｄ 継続

高松市の評価 (Ａ)　24 (Ｂ)　8 (Ｃ)　10 (Ｄ)　0 (Ｅ)　2 (－)　2

結
び
つ
き
や
ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
の
強
化

a地域公共交通

bその他

圏
域
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト

力
の
強
化

２２　環境への配慮

fその他

eその他

８　消防・防災体制の強化

e文化芸術

c地産地消
１４　中心市街地における直売所の
整備及び活用

４　広域的な審査会の実施

２　救急医療体制の確保

b福祉

３　子育て支援及び高齢者保護の
充実

生
活
機
能
の
強
化

a医療

１　医療を安定的に提供できる体制
の確保

(2)医療機関の整備推進等

d産業振興
６　観光の振興

９　一般廃棄物処理体制の確保

別
紙
２
 



「瀬戸・高松広域定住自立圏」取組進捗状況年度比較（平成２６年度）

視点 政策分野 施策 施策に係る取組（事業） 年度
高
松
市

さ
ぬ
き
市

東
か
が
わ
市

土
庄
町

小
豆
島
町

三
木
町

直
島
町

綾
川
町

方向性

Ｈ26 Ｃ Ｂ Ｃ Ｄ Ｃ Ｄ Ｃ 拡充

Ｈ25 Ｃ Ｂ Ｃ Ｄ Ｃ Ｄ Ｃ 継続

Ｈ26 Ｂ Ｄ Ｄ Ａ Ｅ - 継続

Ｈ25 Ｂ Ｄ Ｄ Ａ Ｅ Ｄ 継続

Ｈ26 Ｃ Ｄ Ｄ Ａ Ｅ - 継続

Ｈ25 Ｄ Ｄ Ｄ Ａ Ｅ Ｄ 継続

Ｈ26 Ｃ Ｅ Ｄ Ｄ Ｅ Ｄ 継続

Ｈ25 Ｃ Ｅ Ｄ Ｄ Ｅ Ｄ 継続

Ｈ26 Ａ Ｂ Ａ Ｃ 継続

Ｈ25 Ａ Ｃ Ａ Ｃ 継続

Ｈ26 Ａ Ｂ Ａ Ｄ 継続

Ｈ25 Ａ Ｂ Ａ Ｄ 継続

Ｈ26 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ 継続

Ｈ25 Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ 継続

Ｈ26 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 継続

Ｈ25 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 継続

Ｈ26 Ａ Ｄ 継続

Ｈ25 Ａ Ｄ 継続

Ｈ26 Ｃ Ａ Ａ 継続

Ｈ25 Ｃ Ｂ Ａ 継続

Ｈ26 Ａ Ａ Ａ Ａ 継続

Ｈ25 Ａ Ａ Ａ Ａ 継続

Ｈ26 Ａ Ａ Ａ Ａ 継続

Ｈ25 Ａ Ａ Ａ Ａ 継続

Ｈ26 Ａ Ｂ Ａ 継続

Ｈ25 Ａ Ｂ Ｂ 継続

Ｈ26 Ｂ Ｂ Ｄ Ｂ Ａ Ｄ Ｃ Ｄ 継続

Ｈ25 Ａ Ｂ Ｄ Ｃ Ａ Ｄ Ｂ Ｄ 継続

Ｈ26 Ａ Ｄ Ｃ Ｄ Ｄ Ｃ Ｄ 継続

Ｈ25 Ｂ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ 継続

Ｈ26 Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｄ Ｃ Ｄ Ｃ 継続

Ｈ25 Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ Ｄ Ｃ Ｄ Ｃ 継続

Ｈ26 Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ａ Ｄ Ｃ Ｄ 継続

Ｈ25 Ｃ Ｃ Ｃ Ｄ Ａ Ｄ Ｃ Ｄ 継続

Ｈ26 Ａ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ 継続

Ｈ25 Ａ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｃ Ｄ 継続

Ｈ26 Ａ Ｄ Ｄ Ｂ Ａ Ｃ Ａ Ｂ 継続

Ｈ25 Ａ Ｄ Ｄ Ｂ Ａ Ｃ Ａ Ｂ 継続

Ｈ26 Ａ Ｄ Ｄ Ｂ Ａ Ｃ Ｃ Ａ 継続

Ｈ25 Ａ Ｄ Ｄ Ｂ Ａ Ｃ Ｃ Ａ 継続

Ｈ26 Ａ Ｃ Ａ 継続

Ｈ25 Ａ Ｃ Ａ 継続

Ｈ26 Ａ Ａ Ａ 継続

Ｈ25 Ａ Ａ Ａ 継続

Ｈ26 Ａ Ａ 継続

Ｈ25 Ａ Ａ 継続

Ｈ26 Ａ Ａ Ａ 継続

Ｈ25 Ａ Ａ Ａ 継続

Ｈ26 Ａ Ａ 継続

Ｈ25 Ａ Ａ 継続

Ｈ26 Ａ Ａ 継続

Ｈ25 Ａ Ａ 継続

Ｈ26 Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 継続

Ｈ25 Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 継続

Ｈ26 Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 継続

Ｈ25 Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 継続

Ｈ26 Ｃ Ｂ Ａ Ｃ 継続

Ｈ25 Ｃ Ｂ Ａ Ｃ 継続

Ｈ26 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ 縮小

Ｈ25 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ 継続

Ｈ26 Ａ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｃ Ｄ Ｄ 継続

Ｈ25 Ａ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｃ Ｄ Ｄ 継続

Ｈ26 Ａ Ｄ Ｄ Ｃ Ａ Ｃ Ｄ Ｄ 継続

Ｈ25 Ａ Ｄ Ｄ Ｃ Ａ Ｃ Ｄ Ｄ 継続

Ｈ26 Ｅ Ｂ Ｄ Ｃ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ 改善継続

Ｈ25 Ｅ Ｃ Ｄ Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｄ 継続

Ｈ26 Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ａ 継続

Ｈ25 Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ａ 継続

Ｈ26 Ａ Ｂ Ｄ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 継続

Ｈ25 Ａ Ｂ Ｄ Ａ Ａ Ａ Ｃ Ａ 継続

Ｈ26 Ｂ Ｂ Ａ Ｃ 継続

Ｈ25 Ｂ Ｂ Ａ Ｃ 継続

Ｈ26 Ａ Ａ 継続

Ｈ25 Ａ Ａ 継続

Ｈ26 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ａ Ｃ Ｄ Ｄ 継続

Ｈ25 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ａ Ｃ Ｃ Ｄ 継続

Ｈ26 - - - - - - - - 改善継続

Ｈ25 - - - - - - - - 継続

Ｈ26 Ｂ Ｄ Ｄ Ｃ Ｄ Ｂ Ｂ Ｄ 継続

Ｈ25 Ｂ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｂ Ｂ Ｄ 継続

Ｈ26 Ｂ Ｄ Ｄ Ｃ Ａ Ｄ Ｃ Ｄ 継続

Ｈ25 Ｂ Ｄ Ｄ Ｃ Ａ Ｄ Ｄ Ｄ 継続

Ｈ26 Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ C Ｂ Ａ Ｂ 継続

Ｈ25 Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ａ Ｃ Ｂ Ｂ 継続

Ｈ26 Ｅ Ｄ Ｂ Ｄ Ａ Ｄ Ｃ Ｃ 改善継続

Ｈ25 Ｃ Ｄ Ｃ Ｄ Ｄ Ｃ Ｃ Ｃ 継続

Ｈ26 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ｃ 継続

Ｈ25 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｄ Ｃ 継続

Ｈ26 Ｃ Ｄ Ａ Ｄ Ｃ Ｃ Ｄ Ｄ 継続

Ｈ25 Ｅ Ｄ Ａ Ｄ Ｃ Ｃ Ｄ Ｄ 継続

Ｈ26 Ａ Ｄ Ｄ Ｄ Ｃ Ｃ Ｄ Ｄ 継続

Ｈ25 Ａ Ｄ Ｄ Ｄ Ｃ Ｃ Ｄ Ｄ 継続

向上 4 3 1 4 1 4 5 2 計 24

低下 2 0 0 0 1 1 4 0 計 8

生
活
機
能
の
強
化

結
び
つ
き
や
ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
の
強
化

圏
域
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

力
の
強
化

(2)し尿処理業務

(3)し尿貯留槽管理業務

西部クリーンセンター

衛生処理センター

西部クリーンセンター

交通政策課

(4)一般廃棄物の埋立処分業務

(1)一般廃棄物の処理業務

海上交通の確保・充実

公共交通機関の利用促進

交通政策課

産業振興課
まちづくり企画課

中央図書館

広聴広報課

スポーツ振興課

環境保全推進課

環境総務課地球温暖化対
策室

環境業務課

スポーツ振興課

情報政策課

産業振興課

産業振興課
農林水産課

政策課

地域政策課市民協働推進
室

移動図書館の開設

圏域情報の発信及び共有化

高松市屋島陸上競技場の活用

(1)環境学習の推進

(2)環境負荷の少ない自動車の普及促進２２　環境への配慮

(3)使用済小型電子機器等リサイクル事業

２３　地域密着型トップスポーツチームの
試合観戦機会等の提供

地域密着型トップスーツチームの試合観戦機会等
の提供

２４　職員の交流・人材育成等

２１　高松市屋島陸上競技場の活用

人事課合同研修等の実施

政策課

１６　文化的資産の活用

e文化芸術 １７　文化芸術鑑賞機会等の提供

１８　瀬戸内国際芸術祭関連事業の実施

文化芸術鑑賞機会等の提供
※「文化芸術事業の出前公演」及び「美術館学習」
を含む

文化的資産の活用

瀬戸内国際芸術祭関連事業の実施

文化芸術振興課
美術館美術課
学校教育課

観光交流課
文化財課

文化芸術振興課

９　一般廃棄物処理体制の確保

eその他

１０　不法投棄の防止 不法投棄対策事業の推進
環境指導課適正処理対策
室

(2)高齢者セーフティネットワーク事業

(3)地域密着型サービス（認知症対応型共同生活介
護）広域利用事業

３　子育て支援及び高齢者保護の充実

(4)自立支援協議会運営事業

長寿福祉課

介護保険課

b福祉

４　広域的な審査会の実施

(1)介護認定審査会業務の連携

(2)障害程度区分等審査会業務の連携

障がい福祉課

介護保険課

障がい福祉課

(1)ファミリー・サポート・センター事業 子育て支援課

保健体育課

観光交流課

消防局総務課

危機管理課

１　医療を安定的に提供できる体制の確
保

(3)医療職員の交流等 市民病院事務局総務課

(1)救急医療体制の整備
保健所保健対策課地域医
療対策室

a医療

２　救急医療体制の確保

(2)救急艇の活用 消防局総務課

(1)遠隔医療ネットワークを使った連携 市民病院事務局医事課

保健所保健対策課地域医
療対策室

(2)医療機関の整備推進等

新病院整備課

c教育 ５　中学校総合体育大会等の連携 中学校総合体育大会等の連携

(1)観光プロモーション事業

(2)新たな観光プランの企画、販売等

(3)国内外観光客向け情報発信事業

(4)イベント交流の促進

６　観光の振興

８　消防・防災体制の強化

(1)災害時の応援体制等

(2)香川県消防相互応援協定

(3)高松空港及びその周辺における消火救難活動
に関する協定

(4)消防業務の事務委託

７　中心市街地におけるにぎわいの創出

d産業振興

高松市中心市街地活性化基本計画に基づく取組

(1)中心市街地における直売所の整備及び活用

(2)特産品の周知宣伝等

１１　公共交通機関利用促進

a地域公共交通

１２　海上交通の確保・充実

bＣＴインフラ整備 １３　ブロードバンド利用環境の向上等

c地産地消
１４　中心市街地における直売所の整備
及び活用

１９　図書館サービスの提供

２０　圏域情報の発信及び共有化

d地域内外の住
民との交流・移住
促進

１５　自然体験等を通じた住民の交流の
促進

自然体験等を通じた住民の交流の促進

２５　大学等との連携

bその他

２６　市民活動団体等との協働 協働企画提案募集事業

取組事項の研究交流

fその他

a圏域内市町の
職員等の交流

ブロードバンド利用環境の向上等



旭川市

札幌市

函館市

青森市

八戸市

鹿児島市

大分市

宮崎市

長崎市

久留米市

福岡市

熊本市

佐世保市

佐賀市

福山市

下関市
広島市

北九州市

岡山市

呉市

松江市

高知市

高松市松山市

徳島市

和歌山市

津市

倉敷市

鳥取市
姫路市

富山市

金沢市

岐阜市

長野市

福井市

豊田市
四日市市

静岡市

浜松市

富士市

沼津市

松本市

甲府市 つくば市

水戸市

宇都宮市

長岡市
高崎市

那覇市

いわき市郡山市

福島市

仙台市

盛岡市

秋田市

山形市

太田市

伊勢崎市

新潟市

前橋市

上越市

① 圏域全体の経済成長のけん引

産学金官の共同研究・新製品開発支援、六次産業化支援 等

② 高次の都市機能の集積・強化

高度医療の提供体制の充実、高等教育・研究開発の環境整備 等

③ 圏域全体の生活関連機能サービスの向上

地域医療確保のための病院群輪番制の充実、地域公共交通ネットワークの形成 等

連携中枢都市圏の取組の推進

連携中枢都市圏の意義とは

連携中枢都市圏に何が求められているのか

 地域において、相当の規模と中核性を備える圏域において市町村が連携し、コンパクト化とネットワーク化により、

人口減少・少子高齢社会においても一定の圏域人口を有し活力ある社会経済を維持するための拠点を形成

連携中枢都市圏をいかに実現するか
 地方自治法を改正し、地方公共団体間の柔軟な

連携を可能とする「連携協約」の制度を導入

（平成26年11月１日施行）

 平成26年度は、連携中枢都市圏形成の準備に向けた

支援を行い、先行的なモデルを構築するため、

国費による事業（９事業）を実施中

 平成27年度も、国費により支援（Ｈ27当初予算案2.0億円）

 同事業を検証し、平成27年度から本格的に

地方交付税措置を講じて全国展開を図る

 連携中枢都市圏形成のための手続き

連携中枢
都市宣言

連携協約
の締結

都市圏ビジョン
の策定 は、三大都市圏

○具体的な都市（圏）は、来年度、地方公共団体の意向を踏まえた
調査・検討を行った上で確定
なお、従前の「地方中枢拠点都市（圏）」の要件に該当する都市（圏）
※は対象とする
※①地方圏の指定都市、新中核市（人口20万以上）、
②昼夜間人口比率おおむね１以上
を満たす都市（ ）を中心とする圏域
⇒現時点で、全国で６１都市圏が該当
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・ 「地方公共団体が、他の地方公共団体と連携して事務を処理するに当たっての基本的な方針及び役割分担
を定める協約」 （地方自治法第２５２条の２）

・ 平成２６年の地方自治法改正により導入

連携協約とは

連携協約について

政策面での役割分担等についても自由に盛り込むことが可能

・ 従来の広域連携は、主に事務を共同で処理するための枠組み（例：ごみ処理等を一部事務組合により、
公平委員会の事務や住民票の写しの交付等を事務の委託により実施する等）。
→ 連携協約においては、政策面での基本的な方針や役割分担を定めることが可能（例：圏域全体のまちづく

りの方向性。医療サービスの提供に当たっての基本的な方針と役割分担。地域包括ケアシステムの構築に
当たっての基本的な方針と役割分担。）。

→ 政策の共有を実現することができる。

ポイント①

バイ（１対１）で連携協約を締結ポイント②

・ 複数の自治体が広域連携を行うにあたり、合同して協約を結ぶのではなく、それぞれバイ（１対１）で連携協
約を締結（合同行為でなく双務契約）。
→ バイの連携協約が積み重なることによって、圏域そのものや圏域の政策が顕在化。レイヤー （重層的）
構造。

→ 複数の事業を行うにあたり、事業ごとに異なる自治体の組み合わせとすることが可能。
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連携中枢都市圏構想推進要綱 
 

平成２６年８月２５日（総行市第２００号）制定 
平成２７年１月２８日（総行市第４号）一部改正 

 
第１ 趣旨 
（１）今後の我が国の人口の見込み等 

我が国の総人口は、過去に類を見ない勢いで急激に減少し、平成 24 年１月に国立社

会保障・人口問題研究所が公表した「日本の将来推計人口」（出生中位・死亡中位推計）

によれば、平成 38 年には１億 2000 万を下回り、平成 60 年には１億を下回ると推計さ

れている。また、高齢化率も現在の約 20％から、平成 36 年には 30％を超え、平成 60
年には約 40％へと大幅に上昇すると見込まれている。 
現在、1,741 の市区町村のうち、人口５万以下の市区町村が全体の７割を占めており、

残りの３割に人口の８割が集中している。今後、日本全体で人口減少が加速するとと

もに社会移動により都市に人口が集中し、都市において急速に高齢化が進行するなら

ば、都市では人々を支えるコミュニティ機能の低下や大規模災害時における生活機能

や経済機能の維持が困難になることなどの都市問題が深刻化することが懸念される。

一方、地方では人々が快適で安心して暮らしていくための基盤が失われるとともに地

方公共団体が行政サービスを持続的に提供できなくなってしまうことが懸念される。

加えて、人口減少に伴い、21 世紀半ばの 2050 年（平成 62 年）までに、現在、人が居

住している地域の約２割が無居住化するとも予測されており、人口減少は我が国の国

土政策においても重大な影響を及ぼす。 
 
（２）連携中枢都市圏構想の目的 

このような人口減少・少子高齢社会にあっても、地域を活性化し経済を持続可能な

ものとし、国民が安心して快適な暮らしを営んでいけるようにするためには、地域に

おいて、相当の規模と中核性を備える圏域の中心都市が近隣の市町村と連携し、コン

パクト化とネットワーク化により「経済成長のけん引」、「高次都市機能の集積・強化」

及び「生活関連機能サービスの向上」を行うことにより、人口減少・少子高齢社会に

おいても一定の圏域人口を有し活力ある社会経済を維持するための拠点を形成するこ

とが連携中枢都市圏構想の目的である。このような問題意識は、第 30 次地方制度調査

会「大都市制度の改革及び基礎自治体の行政サービス提供体制に関する答申」でも触

れられているところである。 
また、連携中枢都市圏構想は、我が国全体の人口が引き潮の時を迎える中で地域に

おいて一定の圏域人口を有し活力ある社会経済を維持するための拠点を形成するとい

う観点から、主として三大都市圏の区域外にある地域を対象として推進し、加えて、
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三大都市圏の区域内であっても指定都市や特別区から時間距離が相当離れていて自立

した圏域を形成している地域も対象として推進するものとする。 
なお、この連携中枢都市圏構想は、地方公共団体が柔軟に連携し、地域の実情に応

じた行政サービスを提供するためのものであり、市町村合併を推進するためのもので

はない。 
 

（３）地方自治法上の連携協約の活用 
連携中枢都市圏は、連携中枢都市となる圏域の中心市と近隣の市町村が、連携協約

（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の２第１項）を締結することに

より、形成される圏域である。 
地方自治法に規定された連携協約を活用する意義は、圏域としての政策を継続的・

安定的に推進することにある。 
すなわち、連携協約を締結することとは、従来の共同処理に基づく事務分担だけで

なく地域の実情に応じて自由に連携する内容を協議して地方自治法に裏付けのある政

策合意を行うことであり、その合意に基づき各地方公共団体は政策を実行する義務を

負うことになる。さらに、当該義務を履行する際など連携協約を締結した地方公共団

体間で紛争が生じた場合には、申請によって都道府県知事や総務大臣が任命する自治

紛争処理委員が間に入り、処理方策を提示することで解決を図ることになる。 
このように、地方自治法に規定された連携協約に基づき、それぞれの地方公共団体

が義務を負うことと第三者による迅速・公平な解決方策が提示されることが制度的に

担保されていることから、連携協約を締結した地方公共団体は継続的・安定的に安心

して政策に取り組むことができるようになる。 
なお、この取組は、都道府県境を越えて相互に連携することも可能であり、さらに

連携事業の一環として民間事業者を巻き込むことで、より広域的・複層的な連携、い

わゆる「シティリージョン」の形成にも資するものである。 
 

第２ この要綱において用いる人口等 
この要綱における人口、昼間人口、夜間人口、就業者数及び通学者数については、別

段の定めがある場合を除き、国勢調査令（昭和５５年政令第９８号）によって調査した

平成２２年１０月１日現在の数値（平成２２年１０月２日以降に行われた市町村の合併

を経た市町村にあっては、合併関係市町村における平成２２年１０月１日現在の数値の

合計をいう。）を用いる。 
この場合において、就業者数及び通学者数とは、「常住地による従業・通学市区町村、

男女別１５歳以上就業者数及び１５歳以上通学者数」中「総数」のうち「１５歳以上就

業者」及び「１５歳以上通学者」の合計から自宅において従業する者の数を控除して得

た数値をいう。 
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第３ 連携中枢都市 

連携中枢都市は、次に掲げる①から③までの要件のすべてを満たす市をいう。 
① 地方自治法第２５２条の１９第１項の指定都市又は同法第２５２条の２２第１項の

中核市（地方自治法の一部を改正する法律（平成２６年法律第４２号）により人口２

０万以上の市に要件が緩和された中核市）であること。 
② 昼間人口及び夜間人口について、次に掲げる要件のいずれかを満たすこと。 
ア 昼間人口を夜間人口で除して得た数値がおおむね１以上であること。 
イ 平成１１年４月１日以降に行われた市町村の合併を経た合併市にあっては、合併

関係市のうち人口（合併期日以前の直近の日に国勢調査令によって調査した数値を

用いる。以下本項目、③イ、第５（４）に規定する合併関係市における人口、昼間

人口、夜間人口、就業者数及び通学者数において同じ。）が最大のものにおいて、昼

間人口を夜間人口で除して得た数値がおおむね１以上であること。 
③ 当該市が所在する地域について、次に掲げる要件のいずれかを満たすこと。 
ア 三大都市圏（国土利用計画（全国計画）（平成２０年７月４日閣議決定）に基づく

埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、岐阜県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、

兵庫県及び奈良県の区域の全部をいう。以下同じ。）の区域外に所在すること。 
イ 三大都市圏の区域内に所在する場合においては、地方自治法第２５２条の１９第

１項の指定都市であって三大都市圏の区域内に所在するもの又は同法第２８１条第

１項の特別区に対する当該市の従業又は通学する就業者数及び通学者数の合計を、

常住する就業者数及び通学者数で除して得た数値が０．１未満であること。 
この場合において、平成１１年４月１日以降に行われた市町村の合併を経た合併

市にあっては、合併関係市のうち人口が最大のものにおける就業者数及び通学者数

の数値を、当該合併市における就業者数及び通学者数の数値とみなして算出するこ

とができる。 
 
第４ 連携中枢都市宣言 
（１）連携中枢都市宣言の定義 

連携中枢都市宣言は、地方圏において相当の規模と中核性を備える圏域の中心都市

が、近隣の市町村との連携に基づいて、圏域全体の将来像を描き、圏域全体の経済を

けん引し圏域の住民全体の暮らしを支えるという役割を担う意思を有すること等を明

らかにするため、（２）に規定する事項を記載した書面（以下「連携中枢都市宣言書」

という。）を作成し、公表することをいう。 
（２）連携中枢都市宣言書に記載する事項 

連携中枢都市宣言書においては、連携中枢都市が近隣の市町村を含めた圏域全体の

経済をけん引し圏域の住民全体の暮らしを支えていくという観点から、少なくとも以

3 
 



下の事項について記載するものとする。 
なお、連携中枢都市は、連携中枢都市宣言書を作成するに当たって、その近隣の市

町村の意向に十分配慮するものとする。 
① 近隣の市町村を含めた圏域全体の経済のけん引等において中心的な役割を担うと

ともに、当該市町村の住民に対して積極的に各種サービスを提供していく意思 
② 圏域の現在の人口と将来推計人口（平成２５年３月に国立社会保障・人口問題研

究所が公表したものに基づくものに限る） 
③ 圏域内の公共施設等による各種サービス機能、中核的な医療機能、大規模商業・

娯楽機能その他の行政及び民間分野に係る都市機能の集積・強化の状況並びに近隣

の市町村の住民による当該機能の利用状況等 
④ ③に掲げる都市機能等を活用して、近隣の市町村と連携して取り組むことを想定

する分野 
⑤ 当該連携中枢都市に対して従業又は通学する就業者数及び通学者数を、常住する

就業者数及び通学者数で除して得た数値（以下「通勤通学割合」という。）が０．１

以上である市町村の名称 
⑥ ⑤のほか当該連携中枢都市の近隣にあって、当該連携中枢都市と連携する意思を

有する市町村があるときは、その名称 
（３）連携中枢都市宣言書の変更又は取消し 

連携中枢都市は、都市機能の集積・強化の状況の著しい変化その他の著しい事情の

変更があると認めるときは、連携中枢都市宣言書の変更又は取消しを行うことができ

る。 
（４）連携中枢都市宣言書の公表 

連携中枢都市は、（１）の規定により連携中枢都市宣言書を作成したとき又は（３）

の規定により連携中枢都市宣言書の変更若しくは取消しを行ったときは、直ちにこれ

を公表するものとする。 
（５）広域的な市町村の合併を経た市に関する特例 

第３②イに該当する連携中枢都市のうち、当該市に対する通勤通学割合が０．１以

上である市町村が存しない市については、一市のみで、連携中枢都市圏を構成してい

るものとみなして連携中枢都市宣言書の作成、変更又は取消しを行い、公表すること

ができる。なお、当該連携中枢都市がさらに他の市町村と連携しようとする場合にお

いては、連携協約を締結し、拡大連携中枢都市圏を構成することを妨げないものとす

る。 
 
第５ 連携中枢都市圏形成に係る連携協約 
（１）連携中枢都市圏形成に係る連携協約の定義 

連携中枢都市圏形成に係る連携協約は、連携中枢都市としての宣言を行った１の連
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携中枢都市（以下「宣言連携中枢都市」という。）と、その近隣の１の市町村が、圏域

全体の経済をけん引し圏域の住民全体の暮らしを支えるため、（２）に規定する事項に

ついて、それぞれの市町村における、議会の議決（地方自治法第２５２条の２第３項）

に基づき締結・変更されるものである。 
連携中枢都市圏構想が圏域全体を対象とした施策であることを踏まえ、宣言連携中

枢都市は、原則として、少なくとも経済的結びつきが強い通勤通学割合が０．１以上

である全ての市町村と連携協約締結の協議を行うことが望ましい。当初の連携中枢都

市圏形成までに、該当する全ての市町村と連携協約の締結に至らなかった場合におい

ても、宣言連携中枢都市は、引き続き当該市町村と連携協約締結に向けて真摯に協議

を行うことが望ましい。 
連携中枢都市圏形成に係る連携協約を締結する近隣の市町村（以下「連携市町村」

という。）は、宣言連携中枢都市と近接し、経済、社会、文化又は住民生活等において

密接な関係を有する市町村であることが望ましい。関係市町村において、これに該当

するか否かは自主的に判断するものとする。しかしながら、宣言連携中枢都市に対す

る通勤通学割合が０．１以上である市町村においては、宣言連携中枢都市から連携協

約締結に向けた協議があった場合には、真摯に検討し判断することが望ましい。 
（２）連携中枢都市圏形成に係る連携協約に規定する事項 

連携中枢都市圏形成に係る連携協約においては、宣言連携中枢都市及びその連携市

町村が連携して圏域全体の政策を推進するという観点から、少なくとも以下の事項に

ついて規定するものとする。 
① 市町村の名称 

連携中枢都市圏形成に係る連携協約を締結する宣言連携中枢都市及び１の連携市

町村の名称を規定するものとする。 
② 目的 

「コンパクト化とネットワーク化」の観点から、宣言連携中枢都市及び１の連携

市町村が連携して圏域全体の経済をけん引し圏域の住民全体の暮らしを支えること

など、連携中枢都市圏形成の基本的な目的を規定するものとする。 
③ 基本方針 

宣言連携中枢都市及び１の連携市町村が、④に規定する事項を中心として行政及

び民間機能のコンパクト化・ネットワーク化を進めることなど、様々な分野で連携

を図る旨を規定するものとする。 
④ 連携する取組 

連携する取組は、地域の実情に応じて柔軟に定めうるものであるが、圏域全体の

経済をけん引し圏域の住民全体の暮らしを支えるという観点から、ア 圏域全体の

経済成長のけん引、イ 高次の都市機能の集積・強化、ウ 圏域全体の生活関連機

能サービスの向上、の３つの役割を果たすことが必要である。 
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特にア及びイの役割については、主に宣言連携中枢都市が中心となって実施する

ことが想定されるが、地域公共交通、ＩＣＴインフラ、交通インフラの整備等に加

え、企業間連携や病診連携等の取組を含む連携市町村とのさまざまなネットワーク

を強化することによって、連携市町村もその便益を共有できるようにすることが極

めて重要である。 
各役割に応じた取組については、以下のとおりである。 
 

ア 圏域全体の経済成長のけん引 
ａからｄに掲げる事業について、地域の実情に応じた取組を極力広範囲に規

定するものとする。 
ａ 産学金官民一体となった経済戦略の策定、国の成長戦略実施のための体制整備 
・圏域の経済戦略の策定やフォローアップのための圏域内の企業、大学、研究機

関、金融機関、地方公共団体等の産学金官民が一体となった協議会の立ち上げ 
・経済戦略の策定やフォローアップに必要な調査・検証 
・中小企業の経営強化や新分野進出に向けた事業承継、Ｍ＆Ａの方向性の提示 
・戦略産業の育成や地域経済の裾野拡大に必要な人材像の把握 
・圏域内として目指すべきイノベーションの方向性の確定 等 

ｂ 産業クラスターの形成、イノベーション実現、新規創業促進、地域の中堅企業

等を核とした戦略産業の育成 
・圏域内の事業者に向けた異分野異業種交流 
・新素材・新技術に関する講座の開設、起業に向けたセミナー開催 
・新技術・新製品開発のための中小企業支援 
・イノベーション実現や事業化に向けた産学金官の共同研究・受託研究の推進 
・大学発ベンチャーへの支援 
・大学における長期インターンシップの推進や産学が連携した大学の教育課程の

編成 
・専門的知見を有する企業・大学間コーディネーターの育成 
・中小企業の経営強化や新分野進出に向けた事業承継、Ｍ＆Ａの促進支援 
・戦略産業の育成に向け、地域の中堅企業等を中核とする広域的なプロジェクト

創出に向けた検討 等 
ｃ 地域資源を活用した地域経済の裾野拡大 
・地域資源を活用した商品・サービスの開発、販路開拓の推進 
・六次産業化に向けた設備投資の支援 
・地域ブランド育成のための試作やＰＲの支援 
・専門家の紹介・派遣 
・売上げ動向等のデータ把握と商品開発への反映 等 
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ｄ 戦略的な観光施策 
・圏域内観光の受皿整備のための基本構想・計画の策定 
・圏域全体の観光資源（自然・文化・産業遺産等）を対象としたプロモーション

やファムツアーの実施 
・外国人観光客の誘致活動 
・圏域外の観光客を見込んだ大規模イベントの開催 
・経済波及効果・情報発信力の高い国際会議等の誘致と圏域内関連ビジネスとの

マッチングの促進 等 
ｅ その他、圏域全体の経済成長のけん引に係る施策 

 
イ 高次の都市機能の集積・強化 

ａからｃに掲げる事業について、地域の実情に応じた取組を極力広範囲に規

定するものとする。 
ａ 高度な医療サービスの提供 
・圏域内の重篤な救急患者に対する三次救急医療 
・ハイリスクの妊娠・出産に対する母子周産期医療 
・先進的がん医療など高度な医療サービス提供に向けた設備整備の支援 
・これらの医療にかかる人材育成・確保 等 

ｂ 高度な中心拠点の整備・広域的公共交通網の構築 
・圏域内外へのアクセス拠点の整備に向けた調査や構想の策定 
・圏域内の大学や公園等の整備に向けた調査や構想の策定 
・圏域の中心部と空港との間の直結線の整備に向けた検討 等 

ｃ 高等教育・研究開発の環境整備 
・大学・専門学校等における圏域内での高度専門的な研究開発人材の育成 
・圏域内の企業等のニーズに応じた人材育成 
・大学への寄附講座開設や生活環境支援を通じたグローバル人材の招へい 
・将来の圏域を担うリーダー育成や雇用の創出に取り組む高等教育機関への支援 

等  
ｄ その他、高次の都市機能の集積・強化に係る施策 

 
ウ 圏域全体の生活関連機能サービスの向上 

次に掲げるＡ、Ｂ及びＣの視点ごとに、次に掲げる政策分野のうち少なくと

も１以上について、連携する取組を規定するものとする。これに加えて、ごみ

処理、し尿処理、消防など、従来からの広域的な連携により展開してきた取組

の更なる推進を目指して連携・協力する事項についても規定することができる

ものとする。 
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   Ａ 生活機能の強化に係る政策分野 
ａ 地域医療 
・病院と診療所の役割分担による切れ目のない医療の提供 
・二次救急における病院間の連携 
・地域医療を担う医師の育成や派遣 
・ＩＣＴを活用した遠隔医療その他の医療を安定的に提供できる体制の確保 
等に向けた連携 

ｂ 介護 
・高齢者向け住宅や在宅サービス支援の拠点施設の整備支援 
・他市町村における地域密着型サービス利用支援 
・在宅医療・介護連携を図るための体制の構築に向けた支援などによる地域包括

ケアシステムの構築 
等に向けた連携 

ｃ 福祉 
・子育て家庭のニーズに応じた保育所の広域入所その他の在宅療養・子育て支援

のネットワークの構築 
・発達に障がいのある児童の早期発見・早期療養及び診療・機能訓練・相談・療

育支援の提供 
・配偶者からの暴力防止対策 
等に向けた連携 

ｄ 教育・文化・スポーツ 
・小中学校の区域外就学、特色ある教育を行う中高一貫校の運営 
・スクールカウンセラー等の共同活用、学校間の連携による部活動の充実 
・特別支援教育を充実するための教育資源の活用、帰国・外国人児童生徒に対す

る日本語指導 
・学校施設等の適切な維持管理や他の公共施設との複合化を含めた機能向上のた

めの体制構築 
・大学における地域のニーズに応じた教育研究の実施 
・三大都市圏の住民が交流居住や移住を選択肢とできるような質の高く特色ある

学校教育・社会教育環境の整備 
・圏域の多様な人材や企業、施設等を活用した多様な学習や体験活動 
・スポーツ活動の機会の充実等 
・文化財保護の人材ネットワークの構築や圏域の文化財を総合的に活用する取組

等文化財の保存・活用 
等に向けた連携 

ｅ 土地利用 
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・規模や地域特性を活かした都市空間の再形成や農業の展開その他の地域全体の

土地利用のあり方に関する連携 
ｆ 地域振興 
・地域におけるにぎわいの創出 
・商店街の新陳代謝や購買環境の整備 
・農林水産業の振興、企業誘致、雇用機会の確保 
・大学等による地域課題解決に向けた研究の推進 
・女性・高齢者等の社会人の学び直し支援、外国人留学生等と地域住民との交流

推進 
・地域の観光資源の開発 
等に向けた連携 

ｇ 災害対策 
・圏域全体で災害対策を推進するための市町村や都道府県の区域を越えた医療搬

送、物資の供給、広域的な避難及び帰宅困難者への情報提供 
・被災市町村への復興支援 
等に向けた連携 

ｈ 環境 
・圏域全体でのごみ減量や資源化の推進に向けた実証事業や啓発 
・小水力や木質バイオマス等の再生可能エネルギーの活用 
・森林吸収源対策の着実な実施等ＣＯ２吸収に向けた取組の推進 
・水源涵養機能の維持 
等に向けた連携 

   Ｂ 結びつきやネットワークの強化に係る政策分野 
ａ 地域公共交通 
・地域住民の移動手段の確保、まちのにぎわいの創出、人の交流の活発化、圏域

の低炭素化等を図るため、民間バス路線の再編等の支援、コミュニティバス、

デマンドタクシー等の運行その他の地域公共交通ネットワークの形成等に向け

た連携 
ｂ ＩＣＴインフラ整備 
・ＩＣＴを活用した遠隔医療や遠隔教育 
・テレワークの推進 
・ＩＣＴを活用した高齢者の見守りや生活支援 
・自治体クラウドの一層の推進その他の情報流通を密にするＩＣＴインフラの整

備 
等に向けた連携 

ｃ 道路等の交通インフラの整備・維持 
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・圏域内の基幹道路ネットワークの整備・維持や生活幹線道路の整備・維持その

他の広域的な観点から交通インフラの整備・維持を重点的・戦略的に進めてい

く取組等に係る連携 
ｄ 地域の生産者や消費者等の連携による地産地消 
・食の安全を確保した消費の定着や地域経済の循環を目指して、直売所や、生産

者と消費者が直結した直販システム等を通じた地場産品の販売・学校給食など

への圏内産品の活用その他の地産地消を進めていく取組 
・教育ファームの推進 
・圏域内の農畜水産物の安全性向上 
等に係る連携 

ｅ 地域内外の住民との交流・移住促進 
・大都市圏の住民との交流を促進し、定住・定着につなげていく取組その他の子

どもの農山漁村での宿泊体験や自然体験を通じて地域の活性化や地域間の相互

理解を深めていく取組 
・Ｕターン・Ｉターン・Ｊターン人材の発掘・育成、インターンシップの実施や

移住に係る支援 
等に係る連携 

   ｆ ａからｅまでに掲げるもののほか、結びつきやネットワークの強化に係る連携 
Ｃ 圏域マネジメント能力の強化に係る政策分野 
ａ 人材の育成 
ｂ 外部からの行政及び民間人材の確保 
ｃ 圏域内市町村の職員等の交流 
ｄ ａからｃまでに掲げるもののほか、圏域マネジメント能力の強化に係る連携 

 
⑤ ④の執行等に係る基本的事項 

連携中枢都市圏形成に係る連携協約に基づく事務の執行については、個々の市町

村が個別に実施するか、あるいはその基本的な事項を連携協約に規定した上で、事

務の委託（地方自治法第２５２条の１４等）や事務の代替執行（地方自治法第２５

２条の１６の２等）等のほか、民事上の契約等により事務を処理することとなる。

なお、事務の委託や事務の代替執行等により市町村間で連携して事務処理を行う場

合には、その形式に応じて地方自治法に基づき規約の作成等の手続を経ることとな

る。 
連携中枢都市圏において、従来から一部事務組合や広域連合による事務処理を行

っている場合において、連携中枢都市圏としてその事務処理を位置づける必要があ

るときには、一部事務組合や広域連合の規約の変更に加えて、宣言連携中枢都市と

一部事務組合や広域連合が連携協約を締結することもありうるものである。 
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⑥ 宣言連携中枢都市の市長と連携市町村の長との定期的な協議 
宣言連携中枢都市の市長と連携市町村の長は、両者の間の丁寧な調整を担保する

観点から、定期的に協議を行うことを規定するものとする。 
⑦ 連携中枢都市圏形成に係る連携協約の期間 

連携中枢都市圏形成に係る連携協約の期間は、宣言連携中枢都市とその連携市町

村の連携を安定的に維持・拡大していく観点から、原則として、定めないものとす

る。 
ただし、「連携中枢都市圏形成の一方の当事者である市町村から、地方自治法第９

６条第２項に基づく議会の議決を経て連携協約の失効を求める旨の通告があった場

合においては、他方の当事者である市町村の意思にかかわらず、一定期間の経過後

に連携協約は失効する」という規定をあらかじめ設けておくことは可能である。こ

の場合において、当該通告後、当該連携協約が失効するまでの期間は、原則として

２年間とする。 
（３）連携中枢都市圏形成に係る連携協約の締結等に係る留意事項 

① 連携中枢都市圏形成に係る連携協約の締結に当たっては、地域における合意形成

の過程を重視することが必要である。特に、各市町村の住民に対しては、あらかじ

め、当該市町村のホームページを含めたインターネット等各種広報媒体や住民説明

会等を通じて、当該連携協約案の趣旨及び具体的内容を周知するものとする。 
② 連携中枢都市圏形成に係る連携協約は、宣言連携中枢都市と１の連携市町村によ

りそれぞれ締結されるものであるが、宣言連携中枢都市が１以上の連携市町村とそ

れぞれ連携中枢都市圏形成に係る連携協約を締結することにより、第６（１）に規

定する連携中枢都市圏が形成されることとなる。このため、他の連携市町村との連

携中枢都市圏形成に係る連携協約との整合性を図り、圏域全体が活性化するように

十分配意する必要がある。 
③ 連携を図る政策分野に応じて、例えば、医療法（昭和２３年法律第２０５号）第

３０条の４第１項の規定により都道府県が定める医療計画や、道路運送法施行規則

（昭和２６年運輸省令第７５号）第１５条の４第２号の規定による地域協議会など、

調整を図る必要があるものについては、連携中枢都市圏形成に係る連携協約の締結

に向けた検討と並行して、各市町村と関係機関とが十分な協議を行っていくことが

必要である。 
④ 連携中枢都市圏形成に係る連携協約の変更又は廃止に当たっても、上記①から③

までの事項に留意するものとする。 
⑤ 連携中枢都市圏形成に係る連携協約は、宣言連携中枢都市と当該宣言連携中枢都

市が属する都道府県と異なる都道府県に属する近隣の市町村により締結することが

できることに留意する必要がある。この場合においては、連携協約を締結した旨の

届出は、双方の関係都道府県に重複して行うものとする。関係都道府県においては、
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地方自治法第２５３条第１項に基づき、管轄する知事を定めるようにしなければな

らない。 
⑥ 異なる分野における役割分担を行うため、近隣の市町村が２以上の宣言連携中枢

都市と連携中枢都市圏形成に係る連携協約を締結することができることに留意する

必要がある。 
⑦ 定住自立圏構想（定住自立圏構想推進要綱（平成２０年１２月制定））に基づき取

り組んできた取組を連携中枢都市圏の取組として実施する場合には、定住自立圏形

成協定を廃止し、連携中枢都市圏形成に係る連携協約を新たに締結することになる。 
（４）広域的な市町村の合併を経た市に関する特例 
   第４（５）の規定により連携中枢都市宣言を行った宣言連携中枢都市については、

連携中枢都市圏形成に係る連携協約に代えて、当該宣言連携中枢都市の区域の全部を

対象として、（２）①から④までに規定する事項について定めた連携中枢都市圏形成方

針を、地方自治法第９６条第２項に基づく議会の議決を経て、策定、変更又は廃止す

ることができる。 
   この場合において、合併関係市のうち人口が最大のものの区域を中心地域、その他

の合併関係市町村の区域を近隣地域とし、それぞれを連携中枢都市圏形成に係る連携

協約における宣言連携中枢都市又は連携市町村と同様の関係にあるものとみなして、

必要な事項を規定するものとする。 
（５）連携中枢都市圏形成に係る連携協約等の告示又は公表 

宣言連携中枢都市及び連携市町村は、連携中枢都市圏形成に係る連携協約又は連携

中枢都市圏形成方針（以下「連携中枢都市圏形成に係る連携協約等」という。）の締結、

策定、変更又は廃止を行ったときは、直ちにこれを告示又は公表するものとする。 
 

第６ 連携中枢都市圏ビジョン 
（１）連携中枢都市圏の定義 
   連携中枢都市圏は、以下のいずれかに該当するものをいう。 
  ① 連携中枢都市圏形成に係る連携協約を締結した宣言連携中枢都市及び連携市町村

の区域の全部 
  ② 連携中枢都市圏形成方針を策定した宣言連携中枢都市の区域の全部 
（２）連携中枢都市圏ビジョンの定義 

連携中枢都市圏ビジョンは、宣言連携中枢都市が、当該宣言連携中枢都市を含む連

携中枢都市圏を対象として（３）に規定する事項について記載するものであって、そ

の策定又は変更に当たって、民間や地域の関係者を構成員として宣言連携中枢都市が

開催する協議・懇談の場（以下「連携中枢都市圏ビジョン懇談会」という。）における

検討を経て、各連携市町村と当該市町村に関連する部分について協議を行ったものを

いう。 
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（３）連携中枢都市圏ビジョンに記載する事項 
連携中枢都市圏ビジョンにおいては、以下の事項について記載するものとする。 

① 連携中枢都市圏及び市町村の名称 
連携中枢都市圏の名称及び連携中枢都市圏形成に係る連携協約を締結し、又は連

携中枢都市圏形成方針を策定したすべての市町村の名称を記載するものとする。 
② 連携中枢都市圏の中長期的な将来像  

当該連携中枢都市圏における将来推計人口（平成２５年３月に国立社会保障・人

口問題研究所が公表したものに基づくものに限る。）、行政及び民間分野に係る都市

機能の集積・強化の状況の現状等を記載した上で、今後の人口動態について認識共

有をしつつ、連携中枢都市圏全体で圏域の経済をけん引し人々の暮らしを支えると

いう観点から、当該連携中枢都市圏の将来像を提示するものとする。 
この将来像には、上記将来推計人口を踏まえつつ算出した、連携中枢都市圏の取

組の結果実現されるべき中長期的な将来の人口、高齢化率等の目標を含むものとす

る。 
③ 連携中枢都市圏形成に係る連携協約等に基づき推進する具体的取組 

②の規定により提示する将来像の実現に向けて、各連携中枢都市圏形成に係る連

携協約等において規定された事項に基づき、関係市町村が連携して推進していく具

体的取組の内容を記載するものとする。 
取組の記載に当たっては、具体的内容や実施スケジュール等に加えて、関連する

市町村の名称及び根拠とする各連携中枢都市圏形成に係る連携協約等の規定を明確

に記載するものとする。併せて、予算措置を伴うものにあっては、総事業費や各年

度の事業費等の見込みも含めて記載するものとする。 
④ 具体的取組の期間 

具体的取組の期間を記載するものとする。この場合において、当該期間は、おお

むね５年間とし、毎年度所要の変更を行うものとする。 
⑤ 成果指標 

地域経済、高次都市機能及び生活関連機能に関する明確な成果指標（KPI：Key 
Performance Indicator）を設定し、進捗管理をするものとする。 

（４）連携中枢都市圏ビジョン懇談会の構成員  
連携中枢都市圏ビジョン懇談会の構成員は、連携中枢都市圏ビジョンの策定又は変

更に当たって関係者の意見を幅広く反映させるため、連携中枢都市圏の取組内容に応

じて、産業、大学・研究機関、金融機関、医療、福祉、教育、地域公共交通等、連携

中枢都市圏形成に係る連携協約等に関連する分野や機関の代表者や、地域コミュニテ

ィ活動・ＮＰＯ活動の関係者等に加えて、大規模集客施設、病院等都市機能の集積や

強化を検討している施設等の関係者を含めることが望ましい。 
（５）連携中枢都市圏ビジョンに関する連携市町村との協議 
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宣言連携中枢都市は、連携中枢都市圏ビジョンの策定又は変更に当たって、各連携

市町村に関連する部分について当該市町村と個別に協議を行うものとする。 
（６）連携中枢都市圏ビジョンの写しの連携市町村への送付及び公表 

宣言連携中枢都市は、連携中枢都市圏ビジョンの策定又は変更を行ったときは、直

ちに連携市町村にその写しを送付し、これを公表するものとする。 
 
第７ 連携中枢都市宣言書等の写しの送付及び届出 
（１）連携中枢都市宣言書の写しの送付 

宣言連携中枢都市は、第４（４）の規定による連携中枢都市宣言書に関する公表を

行ったときは、当該宣言連携中枢都市の属する都道府県及び第４（２）⑤、⑥の規定

により名称を記載された市町村の属する都道府県並びに総務省にその写しを送付する

ものとする。 
（２）連携中枢都市圏形成に係る連携協約等又は連携中枢都市圏ビジョンの届出又は送付 

宣言連携中枢都市は、第５（５）の規定による連携中枢都市圏形成に係る連携協約

等又は第６（６）の規定による連携中枢都市圏ビジョンに関する告示又は公表を行っ

たときは、当該宣言連携中枢都市の属する都道府県及び総務省に届け出、又は送付す

るものとする。 
連携市町村は、第５（５）の規定による連携中枢都市圏形成に係る連携協約に関す

る告示を行ったとき又は第６（６）の規定による宣言連携中枢都市からの連携中枢都

市圏ビジョンの写しの送付を受けたときは、当該連携市町村の属する都道府県に送付

するものとする。 
（３）総務省による送付 

総務省は、（１）及び（２）の規定による連携中枢都市宣言書、連携中枢都市圏形成

に係る連携協約等又は連携中枢都市圏ビジョンの送付又は届出を受けたときは、その

写しを速やかに関係府省に送付するものとする。 
 
第８ 市町村に対する助言及び支援 
（１）都道府県による助言及び支援 

都道府県は、当該都道府県内の市町村における連携中枢都市圏に関する取組につい

て、必要に応じて、広域の地方公共団体として、助言を行うとともに、支援を行うこ

とが期待される。特に、産業振興、医療、地域公共交通、インフラの整備等都道府県

が担任する事務について、連携中枢都市圏に関する取組と円滑に連携できるよう調整

を図ることが期待される。 
また、都道府県は、当該都道府県内の連携中枢都市圏に関する取組について、必要

に応じて、総務省に情報の提供を行うとともに意見の交換を図るものとする。 
（２）総務省による助言及び支援 
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総務省は、連携中枢都市宣言書の作成等に関して事前に助言の求めがあった場合や、

宣言連携中枢都市から第７（１）及び（２）の規定による連携中枢都市宣言書、連携

中枢都市圏形成に係る連携協約等又は連携中枢都市圏ビジョンの送付又は届出を受け

た場合などには、必要に応じて、連携中枢都市圏に関する取組について助言を行うと

ともに、国と関係地方公共団体間の連絡調整を行うものとする。 
また、総務省は、宣言連携中枢都市及び連携市町村が締結、策定又は変更した連携

中枢都市圏形成に係る連携協約等及び連携中枢都市圏ビジョンであって第７（２）の

規定により届出又は送付を受けたものに基づく当該市町村の取組に対して、必要な支

援を行うものとする。この場合において、総務省は、関係府省と連携し、当該取組に

対する国による支援について、地方公共団体に対して、分かりやすい形で情報を提供

するものとする。 
 
第９ その他 

この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に伴い必要な事項は、総務省が別に

通知で定めるところによるものとする。 
 

附 則（平成２６年８月２５日総行市第２００号） 
第１ 施行期日 

この要綱は、平成２６年８月２５日から施行する。ただし、連携協約に関する規定は、

地方自治法の一部を改正する法律（平成２６年法律第４２号）の連携協約に係る規定の

施行の日から施行する。 
第２ 連携中枢都市の要件、連携中枢都市圏形成に係る連携協約等又は連携中枢都市圏ビ

ジョンに関する特別の助言 
当分の間、総務省は、本則第７（１）及び（２）の規定による連携中枢都市宣言書、

連携中枢都市圏形成に係る連携協約等又は連携中枢都市圏ビジョンの送付又は届出を受

けた場合において、当該送付又は届出を行った市が本則第３に規定する要件を満たさな

いとき、本則第３②の要件に関して数値が１未満のとき、又は本則第５（２）に規定す

る事項が連携中枢都市圏形成に係る連携協約等に記載されていないとき等この要綱に基

づく連携中枢都市圏の趣旨と異なる取組が行われているものと認められるときは、速や

かに関係市町村に対して必要な助言を行うものとする。 
第３ 経過措置 

東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律（平成２３年法

律第４０号）第２条第２項に規定する特定被災地方公共団体であって、国勢調査令によ

って調査した平成１７年１０月１日現在の数値に基づいて本則第３に定める連携中枢都

市の要件を満たしているものにあっては、当分の間、連携中枢都市宣言を行うことがで

きるものとする。 

15 
 



 
附 則（平成２７年１月２８日総行市第４号） 

第１ 施行期日 
  この要綱は、平成２７年１月２８日から施行する。 
第２ 経過措置 

この要綱の施行の際現に改正前の地方中枢拠点都市圏構想推進要綱（以下「旧要綱」

という。）第４（１）の規定により行った地方中枢拠点都市宣言又は旧要綱第４（１）の

規定により作成された地方中枢拠点都市宣言書は、それぞれ改正後の連携中枢都市圏構

想推進要綱（以下「新要綱」という。）第４（１）の規定により行った連携中枢都市宣言

又は新要綱第４（１）の規定により作成された連携中枢都市宣言書とみなす。 
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瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョン（仮称）策定懇談会の設置について 

 

 

 

●趣旨 

 国の「連携中枢都市圏構想推進要綱」に基づき、瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョ

ン（仮称）を策定するに当たり、様々な分野の方々から、意見を聴取するため設置する。 

 

●委員構成 

定住自立圏から発展的に移行して連携中枢都市圏の形成を目指しているため、懇談会委

員については、現在の定住自立圏の委員をベースに、必要な分野の人を加える形で設置す

る。 

Ｎｏ 分 野 氏 名        役 職 等 

１ 
  

  

学識経験者 

  

  

板倉 宏昭 香川大学大学院地域マネジメント研究科 教授 

２ 井原 健雄 香川大学名誉教授 

３ 嘉門 雅史 京都大学名誉教授 

４ 柴田 潤子 
香川大学大学院 

香川大学・愛媛大学連合法務研究科教授 

５ 佃 昌道 高松大学学長 

６ 医療     神内 仁 高松市医師会副会長 

７ 福祉 森山 敏子 高松市民生委員児童委員連盟副会長 

８ 教育    好井 明子 高松市ＰＴＡ連絡協議会相談役 

９ 産業振興 吉田 洋子 高松商工会議所女性会副会長 

１０ 地域交通 宮本 美枝子 “ぐるっと高松”公共交通を考える会代表 

１１ 文化 島田 博美 高松市芸術団体協議会会長 

１２ 移住・交流 三井 文博 特定非営利活動法人アーキペラゴ理事長 

１３ 

公募 

熊 紀三夫  

１４ 常川 真由美  

１５ 徳増 育男  

１６ 観光 新規追加 

１７ 金融 新規追加 

１８ 地域コミュニティ 新規追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 連携中枢都市圏構想推進要綱（国の要綱）【抜粋】 

連携中枢都市圏ビジョン懇談会の構成員  

連携中枢都市圏ビジョン懇談会の構成員は、連携中枢都市圏ビジョンの策定又は変更に当たって

関係者の意見を幅広く反映させるため、連携中枢都市圏の取組内容に応じて、産業、大学・研究機

関、金融機関、医療、福祉、教育、地域公共交通等、連携中枢都市圏形成に係る連携協約等に関連

する分野や機関の代表者や、地域コミュニティ活動・ＮＰＯ活動の関係者等に加えて、大規模集客

施設、病院等都市機能の集積や強化を検討している施設等の関係者を含めることが望ましい。 

瀬
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別紙４ 



●委員任期 

 連携中枢都市圏のビジョンを策定するまでとし、平成２８年３月３１日までとする。 

（瀬戸・高松広域定住自立圏共生ビジョン懇談会委員の任期と合わせる。） 

 

 

●瀬戸・高松広域定住自立圏共生ビジョン懇談会について 

 瀬戸・高松広域定住自立圏共生ビジョン懇談会は、平成２７年度で解消する。また、２

８年度以降は、瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョン（仮称）の進行管理等を行ってい

くため、新たに懇談会を設置する予定。 

 



 

 

瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョン（仮称）策定懇談会設置要  

綱（案）  

 

 

 （設置）  

第１条   瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョン（仮称）の策定に当たり、広く

有識者等から意見を聴くため、瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョン（仮

称）策定懇談会（以下「懇談会」という。）を置く。  

 （定義）  

第２条  この要綱において「瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョン（仮称）」

とは、連携中枢都市圏構想推進要綱（平成２６年８月２５日総行市第２００

号）第６の規定に基づき本市が策定する連携中枢都市圏ビジョンをいう。  

 （意見を聴取する事項）  

第３条  市長は、次に掲げる事項について意見を聴取する。  

(１ ) 瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョン (仮称 )の策定に関すること。  

(２ ) 前号に掲げるもののほか、懇談会の目的を達成するために必要な事項  

  （組織）  

第４条  懇談会は、委員１８人以内で組織する。  

２  委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。  

(１ ) 瀬戸・高松広域定住自立圏共生ビジョン懇談会委員  

(２ ) 瀬戸・高松広域連携中枢都市圏（仮称）形成に係る連携協約に基づき推

進する取組事項に関連する分野の関係者  

（会長及び副会長）  

第５条   懇談会に会長及び副会長をそれぞれ１人置く。  

２  会長は委員の互選により定め、副会長は会長が指名する委員をもって充てる。  

３  会長は、会務を総理し、懇談会を代表する。  

４  副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、

その職務を代理する。  

 （会議）  

第６条  懇談会の会議は、会長が招集し、会長は、会議の議長となる。  



 

 

２  懇談会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ、開くことができない。  

３  会長は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その意見又は説

明を聴くことができる。  

 （庶務）  

第７条  懇談会の庶務は、市民政策局政策課において行う。  

 （委任）  

第８条  この要綱に定めるもののほか、懇談会の運営に関し必要な事項は、会長

が懇談会に諮って定める。  

    

   附  則  

 （施行期日）  

１  この要綱は、平成２７年  月  日から施行する。  

 （招集の特例）  

２  この要綱による最初の懇談会の会議は、第６条第１項の規定にかかわらず、

市長が招集する。  

 （この要綱の失効）  

３  この要綱は、平成２８年３月３１日限り、その効力を失う。  
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総合計画・総合戦略・連携中枢都市圏ビジョンの関係性 

 
 
 
 
１）地方における安定した 
  雇用を創出する 
  ・起業支援 
   ・観光振興 
  

２）地方への新しい人の流 
  れをつくる 
  ・企業誘致 
   ・移住の促進 
 

３）若い世代の結婚・ 出産・ 
  子育ての希望をかなえる 
  ・子育て支援・結婚支援 
   ・ワーク・ライフ・バランス 
 

４）時代に合った地域をつく 
  り、安心なくらしを守ると 
  ともに、地域と地域を連 
  携する 
  ・空き家対策 
   ・災害対策 

 
 
 
 
ア）圏域全体の経済 
  のけん引 
   ・企業誘致・起業支援 
   ・観光振興 
   ・国際会議誘致 

 
イ）高次の都市機能 
  の集積・強化 
   ・高度医療サービス 
   ・アクセス拠点整備 

 
ウ）圏域全体の生活 
  関連機能サービス 
  の向上 
  ・移住の促進 
   ・災害対策 
   ・地域公共交通の活性化 
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略（仮称） 

連携中枢都市圏 
ビジョン 

総合計画 
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